
 四日市市指定地域密着型サービスの基準を定める条例の一部を改正する条例をここに

公布する。 

  平成３０年３月２３日 

四日市市長  森  智 広     

四日市市条例第１０号 

四日市市指定地域密着型サービスの基準を定める条例の一部を改正する条例 

 四日市市指定地域密着型サービスの基準を定める条例（平成２４年四日市市条例第４

０号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

目次 目次 

第１章から第３章まで （略）  第１章から第３章まで （略） 

第４章 地域密着型通所介護 第４章 地域密着型通所介護 

第１節から第４節まで （略） 第１節から第４節まで （略） 

第５節 共生型地域密着型通所介護

に関する基準（第７９条・第

８０条） 

 

第６節 指定療養通所介護の事業の

基本方針並びに人員、設備及

び運営に関する基準 

第５節 指定療養通所介護の事業の

基本方針並びに人員、設備及

び運営に関する基準 

第１款 この節の趣旨及び基本方

針（第８１条・第８２条） 

第１款 この節の趣旨及び基本方

針（第７９条・第８０条） 

第２款 人員に関する基準（第８３

条・第８４条） 

第２款 人員に関する基準（第８１

条・第８２条） 

第３款 設備に関する基準（第８５

条・第８６条） 

第３款 設備に関する基準（第８３

条・第８４条） 

第４款 運営に関する基準（第８７

条―第９８条） 

第４款 運営に関する基準（第８５

条―第９６条） 

第５章 認知症対応型通所介護 第５章 認知症対応型通所介護 

第１節 基本方針（第９９条） 第１節 基本方針（第９７条） 

第２節 人員及び設備に関する基準 第２節 人員及び設備に関する基準 



第１款 単独型指定認知症対応型

通所介護及び併設型指定認

知症対応型通所介護（第１

００条―第１０２条） 

第１款 単独型指定認知症対応型

通所介護及び併設型指定認

知症対応型通所介護（第９

８条―第１００条） 

第２款 共用型指定認知症対応型

通所介護（第１０３条―第

１０５条） 

第２款 共用型指定認知症対応型

通所介護（第１０１条―第

１０３条） 

第３節 運営に関する基準（第１０６

条―第１１９条） 

第３節 運営に関する基準（第１０４

条―第１１７条） 

第６章 小規模多機能型居宅介護 第６章 小規模多機能型居宅介護 

第１節 基本方針（第１２０条） 第１節 基本方針（第１１８条） 

第２節 人員に関する基準（第１２１

条―第１２３条） 

第２節 人員に関する基準（第１１９

条―第１２１条） 

第３節 設備に関する基準（第１２４

条・第１２５条） 

第３節 設備に関する基準（第１２２

条・第１２３条） 

第４節 運営に関する基準（第１２６

条―第１４７条） 

第４節 運営に関する基準（第１２４

条―第１４５条） 

第７章 認知症対応型共同生活介護 第７章 認知症対応型共同生活介護 

第１節 基本方針（第１４８条） 第１節 基本方針（第１４６条） 

第２節 人員に関する基準（第１４９

条―第１５１条） 

第２節 人員に関する基準（第１４７

条―第１４９条） 

第３節 設備に関する基準（第１５２

条） 

第３節 設備に関する基準（第１５０

条） 

第４節 運営に関する基準（第１５３

条―第１６７条） 

第４節 運営に関する基準（第１５１

条―第１６５条） 

第８章 地域密着型特定施設入居者生

活介護 

第８章 地域密着型特定施設入居者生

活介護 

第１節 基本方針（第１６８条） 第１節 基本方針（第１６６条） 

第２節 人員に関する基準（第１６９

条・第１７０条） 

第２節 人員に関する基準（第１６７

条・第１６８条） 

第３節 設備に関する基準（第１７１

条） 

第３節 設備に関する基準（第１６９

条） 



第４節 運営に関する基準（第１７２

条―第１８８条） 

第４節 運営に関する基準（第１７０

条―第１８６条） 

第９章 地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護 

第９章 地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護 

第１節 基本方針（第１８９条） 第１節 基本方針（第１８７条） 

第２節 人員に関する基準（第１９０

条） 

第２節 人員に関する基準（第１８８

条） 

第３節 設備に関する基準（第１９１

条・第１９２条） 

第３節 設備に関する基準（第１８９

条・第１９０条） 

第４節 運営に関する基準（第１９３

条―第２１８条） 

第４節 運営に関する基準（第１９１

条―第２１５条） 

第５節 ユニット型指定地域密着型

介護老人福祉施設の基本方針

並びに設備及び運営に関する

基準 

第５節 ユニット型指定地域密着型

介護老人福祉施設の基本方針

並びに設備及び運営に関する

基準 

第１款 この節の趣旨及び基本方

針（第２１９条・第２２０

条） 

第１款 この節の趣旨及び基本方

針（第２１６条・第２１７

条） 

第２款 設備に関する基準（第２２

１条・第２２２条） 

第２款 設備に関する基準（第２１

８条・第２１９条） 

第３款 運営に関する基準（第２２

３条―第２３１条） 

第３款 運営に関する基準（第２２

０条―第２２８条） 

第１０章 看護小規模多機能型居宅介

護 

第１０章 看護小規模多機能型居宅介

護 

第１節 基本方針（第２３２条） 第１節 基本方針（第２２９条） 

第２節 人員に関する基準（第２３３

条―第２３５条） 

第２節 人員に関する基準（第２３０

条―第２３２条） 

第３節 設備に関する基準（第２３６

条・第２３７条） 

第３節 設備に関する基準（第２３３

条・第２３４条） 

第４節 運営に関する基準（第２３８

条―第２４４条） 

第４節 運営に関する基準（第２３５

条―第２４１条） 

附則 附則 



  

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成

９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第７８条の２第２項並びに第７８条の

４第１項及び第２項の規定に基づき、指

定地域密着型サービスの事業の人員、設

備及び運営に関する基準を定めるもの

とする。 

第１条 この条例は、介護保険法（平成

９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第７８条の４第１項及び第２項の規定

に基づき、指定地域密着型サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基準を

定めるものとする。 

  

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に

掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に

掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

(1)から(5)まで （略） (1)から(5)まで （略） 

(6) 共生型地域密着型サービス 法第

７８条の２の２第１項の申請に係る

法第４２条の２第１項本文の指定を

受けた者による指定地域密着型サー

ビスをいう。 

 

(7) （略） (6) （略） 

  

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者の員数） 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者の員数） 

第６条 指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の事業を行う者（以下「指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所」という。）ごとに置く

べき従業者（以下「定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者」という。）の職

第６条 指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の事業を行う者（以下「指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所」という。）ごとに置く

べき従業者（以下「定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者」という。）の職



種及び員数は、次のとおりとする。 種及び員数は、次のとおりとする。 

(1) （略） (1)  （略） 

(2) 定期巡回サービスを行う訪問介護

員等 交通事情、訪問頻度等を勘案

し、利用者に適切に定期巡回サービス

を提供するために必要な数以上 

(2) 定期巡回サービスを行う訪問介護

員等（指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の提供に当たる介護福祉士

又は法第８条第２項に規定する政令

で定める者をいう。以下この章におい

て同じ。） 交通事情、訪問頻度等を

勘案し、利用者に適切に定期巡回サー

ビスを提供するために必要な数以上 

(3)及び(4) （略） (3)及び(4) （略） 

２ オペレーターは、看護師、介護福祉

士その他厚生労働大臣が定める者（以下

この章において「看護師、介護福祉士等」

という。）をもって充てなければならな

い。ただし、利用者の処遇に支障がない

場合であって、提供時間帯を通じて、看

護師、介護福祉士等又は第１項第４号ア

の看護職員との連携を確保していると

きは、サービス提供責任者（指定居宅サ

ービス等の事業の人員、設備及び運営に

関する基準（平成１１年厚生省令第３７

号。以下「指定居宅サービス等基準」と

いう。）第５条第２項のサービス提供責

任者をいう。以下同じ。）の業務に１年

以上（特に業務に従事した経験が必要な

者として厚生労働大臣が定めるものに

あっては、３年以上）従事した経験を有

する者をもって充てることができる。 

２ オペレーターは、看護師、介護福祉

士その他厚生労働大臣が定める者（以下

この章において「看護師、介護福祉士等」

という。）をもって充てなければならな

い。ただし、利用者の処遇に支障がない

場合であって、提供時間帯を通じて、看

護師、介護福祉士等又は第１項第４号ア

の看護職員との連携を確保していると

きは、サービス提供責任者（指定居宅サ

ービス等の事業の人員、設備及び運営に

関する基準（平成１１年厚生省令第３７

号。以下「指定居宅サービス等基準」と

いう。）第５条第２項のサービス提供責

任者をいう。以下同じ。）の業務に３年

以上従事した経験を有する者をもって

充てることができる。 

３及び４ （略） ３及び４ （略） 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所の同一敷地内に次に掲げる

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所の同一敷地内に次の各号に



いずれかの施設等がある場合において、

当該施設等の入所者等の処遇に支障が

ない場合は、前項本文の規定にかかわら

ず、当該施設等の職員をオペレーターと

して充てることができる。 

掲げるいずれかの施設等がある場合に

おいて、当該施設等の入所者等の処遇に

支障がない場合は、前項本文の規定にか

かわらず、午後６時から午前８時までの

間において、当該施設等の職員をオペレ

ーターとして充てることができる。 

(1) 指定短期入所生活介護事業所（指定

居宅サービス等基準第１２１条第１

項に規定する指定短期入所生活介護

事業所をいう。第１９０条第１２項に

おいて同じ。） 

(1) 指定短期入所生活介護事業所（指定

居宅サービス等基準第１２１条第１

項に規定する指定短期入所生活介護

事業所をいう。第１８８条第１２項に

おいて同じ。） 

(2)及び(3)  （略） (2)及び(3)  （略） 

(4) 指定小規模多機能型居宅介護事業

所（第１２１条第１項に規定する指定

小規模多機能型居宅介護事業所をい

う。） 

(4) 指定小規模多機能型居宅介護事業

所（第１１９条第１項に規定する指定

小規模多機能型居宅介護事業所をい

う。） 

(5) 指定認知症対応型共同生活介護事

業所（第１４９条第１項に規定する指

定認知症対応型共同生活介護事業所

をいう。第１０３条第１項、第１０４

条、第１２１条第６項、第１２２条第

３項及び第１２３条において同じ。） 

(5) 指定認知症対応型共同生活介護事

業所（第１４７条第１項に規定する指

定認知症対応型共同生活介護事業所

をいう。第１０１条第１項、第１０２

条、第１１９条第６項、第１２０条第

３項及び第１２１条において同じ。） 

(6) 指定地域密着型特定施設（第１６８

条第１項に規定する指定地域密着型

特定施設をいう。第１０３条第１項、

第１０４条第１項及び第１２１条第

６項において同じ。） 

(6) 指定地域密着型特定施設（第１６６

条第１項に規定する指定地域密着型

特定施設をいう。第１０１条第１項、

第１０２条第１項及び第１１９条第

６項において同じ。） 

(7) 指定地域密着型介護老人福祉施設

（第１８９条第１項に規定する指定

地域密着型介護老人福祉施設をいう。

第１０３条第１項、第１０４条第１項

及び第１２１条第６項において同

(7) 指定地域密着型介護老人福祉施設

（第１８７条第１項に規定する指定

地域密着型介護老人福祉施設をいう。

第１０１条第１項、第１０２条第１項

及び第１１９条第６項において同



じ。） じ。） 

(8) 指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所（第２３３条第１項に規定する

指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所をいう。第７章から第１０章まで

において同じ。） 

(8) 指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所（第２３０条第１項に規定する

指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所をいう。第７章から第１０章まで

において同じ。） 

(9)から(11)まで （略） (9)から(11)まで （略） 

(12) 介護医療院  

６ （略） ６ （略） 

７ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所の利用者に対する随時

対応サービスの提供に支障がない場合

は、第４項本文及び前項の規定にかかわ

らず、オペレーターは、随時訪問サービ

スに従事することができる。 

７ 午後６時から午前８時までの間は、

当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所の利用者に対する随時対応

サービスの提供に支障がない場合は、第

４項本文及び前項の規定にかかわらず、

オペレーターは、随時訪問サービスに従

事することができる。 

８ 前項の規定によりオペレーターが随

時訪問サービスに従事している場合に

おいて、当該指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の利用者に対する

随時訪問サービスの提供に支障がない

ときは、第１項の規定にかかわらず、随

時訪問サービスを行う訪問介護員等を

置かないことができる。 

８ 前項の規定によりオペレーターが随

時訪問サービスに従事している場合に

おいて、当該指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の利用者に対する

随時訪問サービスの提供に支障がない

ときは、第１項の規定にかかわらず、午

後６時から午前８時までの間は、随時訪

問サービスを行う訪問介護員等を置か

ないことができる。 

９から１１まで （略） ９から１１まで （略） 

１２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者が指定訪問看護事業者（指

定居宅サービス等基準第６０条第１項

に規定する指定訪問看護事業者をいう。

以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

１２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者が指定訪問看護事業者（指

定居宅サービス等基準第６０条第１項

に規定する指定訪問看護事業者をいう。

以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護



の事業と指定訪問看護（指定居宅サービ

ス等基準第５９条に規定する指定訪問

看護をいう。以下同じ。）の事業とが同

一の事業所において一体的に運営され

ている場合に、指定居宅サービス等基準

第６０条第１項第１号イに規定する人

員に関する基準を満たすとき（同条第５

項の規定により同条第１項第１号イ及

び第２号に規定する基準を満たしてい

るものとみなされているとき及び第２

３３条第１０項の規定により指定居宅

サービス等基準第６０条第４項に規定

する基準を満たしているものとみなさ

れているときを除く。）は、当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

は、第１項第４号アに規定する基準を満

たしているものとみなすことができる。 

の事業と指定訪問看護（指定居宅サービ

ス等基準第５９条に規定する指定訪問

看護をいう。以下同じ。）の事業とが同

一の事業所において一体的に運営され

ている場合に、指定居宅サービス等基準

第６０条第１項第１号イに規定する人

員に関する基準を満たすとき（同条第５

項の規定により同条第１項第１号イ及

び第２号に規定する基準を満たしてい

るものとみなされているとき及び第２

３０条第１０項の規定により指定居宅

サービス等基準第６０条第４項に規定

する基準を満たしているものとみなさ

れているときを除く。）は、当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

は、第１項第４号アに規定する基準を満

たしているものとみなすことができる。 

  

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第９条 指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者は、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用申込者又はその家

族に対し、第３１条に規定する重要事項

に関する規程、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者の勤務の体制その他

の利用申込者のサービスの選択に資す

ると認められる重要事項を記した文書

を交付して説明を行い、当該提供の開始

について利用申込者の同意を得なけれ

ばならない。 

第９条 指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者は、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用申込者又はその家

族に対し、第３１条に規定する運営規程

の概要、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者の勤務の体制その他の利用

申込者のサービスの選択に資すると認

められる重要事項を記した文書を交付

して説明を行い、当該提供の開始につい

て利用申込者の同意を得なければなら

ない。 

２から６まで （略） ２から６まで （略） 



  

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第１４条 指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者は、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供に当たっ

ては、計画作成責任者による利用者の面

接によるほか、利用者に係る指定居宅介

護支援事業者が開催するサービス担当

者会議（指定居宅介護支援等の事業の人

員及び運営に関する基準（平成１１年厚

生省令第３８号。以下「指定居宅介護支

援等基準」という。）第１３条第９号に

規定するサービス担当者会議をいう。以

下この章及び第１０６条において同

じ。）等を通じて、利用者の心身の状況、

その置かれている環境、他の保健医療サ

ービス又は福祉サービスの利用状況等

の把握に努めなければならない。 

第１４条 指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者は、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供に当たっ

ては、計画作成責任者による利用者の面

接によるほか、利用者に係る指定居宅介

護支援事業者が開催するサービス担当

者会議（指定居宅介護支援等の事業の人

員及び運営に関する基準（平成１１年厚

生省令第３８号。以下「指定居宅介護支

援等基準」という。）第１３条第９号に

規定するサービス担当者会議をいう。以

下この章及び第１０４条において同

じ。）等を通じて、利用者の心身の状況、

その置かれている環境、他の保健医療サ

ービス又は福祉サービスの利用状況等

の把握に努めなければならない。 

  

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第３２条 （略） 第３２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項本文の規定にかかわらず、随時

対応サービスについては、市長が地域の

実情を勘案して適切と認める範囲内に

おいて、複数の指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所の間の契約に基

づき、当該複数の指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所が密接な連携

を図ることにより、一体的に利用者又は

その家族等からの通報を受けることが

できる。 

３ 前項本文の規定にかかわらず、午後

６時から午前８時までの間に行われる

随時対応サービスについては、市長が地

域の実情を勘案して適切と認める範囲

内において、複数の指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所の間の契約

に基づき、当該複数の指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所が密接な

連携を図ることにより、一体的に利用者

又はその家族等からの通報を受けるこ



とができる。 

４ （略） ４ （略） 

  

（地域との連携等） （地域との連携等） 

第３９条 指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者は、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供に当たっ

ては、利用者、利用者の家族、地域住民

の代表者、市の職員又は当該指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所が所

在する区域を管轄する法第１１５条の

４６第１項に規定する地域包括支援セ

ンターの職員、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護について知見を有する者等

により構成される協議会（以下この項に

おいて「介護・医療連携推進会議」とい

う。）を設置し、おおむね６月に１回以

上、介護・医療連携推進会議に対して指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

提供状況等を報告し、介護・医療連携推

進会議による評価を受けるとともに、介

護・医療連携推進会議から必要な要望、

助言等を聴く機会を設けなければなら

ない。 

第３９条 指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業者は、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供に当たっ

ては、利用者、利用者の家族、地域住民

の代表者、市の職員又は当該指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所が所

在する区域を管轄する法第１１５条の

４６第１項に規定する地域包括支援セ

ンターの職員、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護について知見を有する者等

により構成される協議会（以下この項に

おいて「介護・医療連携推進会議」とい

う。）を設置し、おおむね３月に１回以

上、介護・医療連携推進会議に対して指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

提供状況等を報告し、介護・医療連携推

進会議による評価を受けるとともに、介

護・医療連携推進会議から必要な要望、

助言等を聴く機会を設けなければなら

ない。 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

４ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者は、指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所の所在する建物

と同一の建物に居住する利用者に対し

て指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護を提供する場合には、正当な理由があ

る場合を除き、当該建物に居住する利用

４ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者は、指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所の所在する建物

と同一の建物に居住する利用者に対し

て指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護を提供する場合には、当該建物に居住

する利用者以外の者に対しても、指定定



者以外の者に対しても、指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護の提供を行わ

なければならない。 

期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供

を行うよう努めなければならない。 

  

（訪問介護員等の員数） （訪問介護員等の員数） 

第４７条 （略） 第４７条 （略） 

２ オペレーターは、看護師、介護福祉

士その他厚生労働大臣が定める者をも

って充てなければならない。ただし、利

用者の処遇に支障がない場合であって、

指定夜間対応型訪問介護を提供する時

間帯を通じて、これらの者との連携を確

保しているときは、１年以上（特に業務

に従事した経験が必要な者として厚生

労働大臣が定めるものにあっては、３年

以上）サービス提供責任者の業務に従事

した経験を有する者をもって充てるこ

とができる。 

２ オペレーターは、看護師、介護福祉

士その他厚生労働大臣が定める者をも

って充てなければならない。ただし、利

用者の処遇に支障がない場合であって、

指定夜間対応型訪問介護を提供する時

間帯を通じて、これらの者との連携を確

保しているときは、３年以上サービス提

供責任者の業務に従事した経験を有す

る者をもって充てることができる。 

  

第４章 地域密着型通所介護 第４章 地域密着型通所介護 

第５節 共生型地域密着型通所

介護に関する基準 

 

（共生型地域密着型通所介護の基準）  

第７９条 地域密着型通所介護に係る共

生型地域密着型サービス（以下この条

及び次条において「共生型地域密着型

通所介護」という。）の事業を行う指

定生活介護事業者（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するため

の法律に基づく指定障害福祉サービス

の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成１８年厚生労働省令第１

 



７１号。以下この条において「指定障

害福祉サービス等基準」という。）第

７８条第１項に規定する指定生活介護

事業者をいう。）、指定自立訓練（機

能訓練）事業者（指定障害福祉サービ

ス等基準第１５６条第１項に規定する

指定自立訓練（機能訓練）事業者をい

う。）、指定自立訓練（生活訓練）事

業者（指定障害福祉サービス等基準第

１６６条第１項に規定する指定自立訓

練（生活訓練）事業者をいう。）、指

定児童発達支援事業者（児童福祉法に

基づく指定通所支援の事業等の人員、

設備及び運営に関する基準（平成２４

年厚生労働省令第１５号。以下この条

において「指定通所支援基準」という。）

第５条第１項に規定する指定児童発達

支援事業者をいい、主として重症心身

障害児（児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）第７条第２項に規定する

重症心身障害児をいう。以下この条に

おいて同じ。）を通わせる事業所にお

いて指定児童発達支援（指定通所支援

基準第４条に規定する指定事業発達支

援をいう。第１号において同じ。）を

提供する事業者を除く。）及び指定放

課後等デイサービス事業者（指定通所

支援基準第６６条第１項に規定する指

定放課後等デイサービス事業者をい

い、主として重症心身障害児を通わせ

る事業所において指定放課後等デイサ

ービス（指定通所支援基準第６５条に



規定する指定放課後等デイサービスを

いう。）を提供する事業者を除く。）

が当該事業に関して満たすべき基準

は、次のとおりとする。 

 (1) 指定生活介護事業所（指定障害福祉

サービス等基準第７８条第１項に規

定する指定生活介護事業所をいう。）、

指定自立訓練（機能訓練）事業所（指

定障害福祉サービス等基準第１５６

条第１項に規定する指定自立訓練（機

能訓練）事業所をいう。）、指定自立

訓練（生活訓練）事業所（指定障害福

祉サービス等基準第１６６条第１項

に規定する指定自立訓練（生活訓練）

事業所をいう。）、指定児童発達支援

事業所（指定通所支援基準第５条第１

項に規定する指定児童発達支援事業

所をいう。）又は指定放課後等デイサ

ービス事業所（指定通所支援基準第６

６条第１項に規定する指定放課後等

デイサービス事業所をいう。）（以下

この号において「指定生活介護事業所

等」という。）の従業者の員数が、当

該指定生活介護事業所等が提供する

指定生活介護（指定障害福祉サービス

等基準第７７条に規定する指定生活

介護をいう。）、指定自立訓練（機能

訓練）（指定障害福祉サービス等基準

第１５５条に規定する指定自立訓練

（機能訓練）をいう。）、指定自立訓

練（生活訓練）（指定障害福祉サービ

ス等基準第１６５条に規定する指定



自立訓練（生活訓練）をいう。）、指

定児童発達支援又は指定放課後等デ

イサービス（以下この号において「指

定生活介護等」という。）の利用者の

数を指定生活介護等の利用者及び共

生型地域密着型通所介護の利用者の

数の合計数であるとした場合におけ

る当該指定生活介護事業所等として

必要とされる数以上であること。 

 (2) 共生型地域密着型通所介護の利用

者に対して適切なサービスを提供す

るため、指定地域密着型通所介護事業

所その他の関係施設から必要な技術

的支援を受けていること。 

  

（準用）  

第８０条 第９条から第１３条まで、第１

５条から第１８条まで、第２０条、第２

２条、第２８条、第３４条から第３８条

まで、第４１条、第５３条及び第６０条、

第６２条、第６３条第４項並びに前節

（第７８条を除く。）の規定は、共生型

地域密着型通所介護の事業について準

用する。この場合において、第９条第１

項中「第３１条に規定する運営規程」と

あるのは「運営規程（第７０条に規定す

る運営規程をいう。第３４条において同

じ。）」と、「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」とあるのは「共生型

地域密着型通所介護の提供に当たる従

業者（以下「共生型地域密着型通所介護

従業者」という。）」と、第３４条中「定

 



期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「共生型地域密着型通所

介護従業者」と、第６３条第４項中「前

項ただし書の場合（指定地域密着型通所

介護事業者が第１項に掲げる設備を利

用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通

所介護以外のサービスを提供する場合

に限る。）」とあるのは「共生型地域密

着型通所介護事業者が共生型地域密着

型通所介護事業所の設備を利用し、夜間

及び深夜に共生型地域密着型通所介護

以外のサービスを提供する場合」と、第

６７条第４号、第６８条第５項及び第７

１条第３項中「指定地域密着型通所介護

従業者」とあるのは「共生型地域密着型

通所介護従業者」と、第７７条第２項第

２号中「次条において準用する第２０条

第２項」とあるのは「第２０条第２項」

と、同項第３号中「次条において準用す

る第２８条」とあるのは「第２８条」と、

同項第４号中「次条において準用する第

３８条第２項」とあるのは「第３８条第

２項」と読み替えるものとする。 

  

第６節 指定療養通所介護の事

業の基本方針並びに人

員、設備及び運営に関す

る基準 

第５節 指定療養通所介護の事

業の基本方針並びに人

員、設備及び運営に関す

る基準 

第１款 この節の趣旨及び基本

方針 

第１款 この節の趣旨及び基本

方針 

（この節の趣旨） （この節の趣旨） 

第８１条 第１節から第４節までの規定 第７９条 第１節から第４節までの規定



にかかわらず、指定療養通所介護（指定

地域密着型通所介護であって、難病等を

有する重度要介護者又はがん末期の者

であって、サービス提供に当たり常時看

護師による観察が必要なものを対象者

とし、第９１条に規定する療養通所介護

計画に基づき、入浴、排せつ、食事等の

介護その他の日常生活上の世話及び機

能訓練を行うものをいう。以下同じ。）

の事業の基本方針並びに人員、設備及び

運営に関する基準については、この節に

定めるところによる。 

にかかわらず、指定療養通所介護（指定

地域密着型通所介護であって、難病等を

有する重度要介護者又はがん末期の者

であって、サービス提供に当たり常時看

護師による観察が必要なものを対象者

とし、第８９条に規定する療養通所介護

計画に基づき、入浴、排せつ、食事等の

介護その他の日常生活上の世話及び機

能訓練を行うものをいう。以下同じ。）

の事業の基本方針並びに人員、設備及び

運営に関する基準については、この節に

定めるところによる。 

  

第８２条 （略） 第８０条 （略） 

  

第８３条 （略） 第８１条 （略） 

  

第８４条 （略） 第８２条 （略） 

  

（利用定員） （利用定員） 

第８５条 指定療養通所介護事業所は、

その利用定員（当該指定療養通所介護事

業所において同時に指定療養通所介護

の提供を受けることができる利用者の

数の上限をいう。以下この節において同

じ。）を１８人以下とする。 

第８３条 指定療養通所介護事業所は、

その利用定員（当該指定療養通所介護事

業所において同時に指定療養通所介護

の提供を受けることができる利用者の

数の上限をいう。以下この節において同

じ。）を９人以下とする。 

  

第８６条 （略） 第８４条 （略） 

  

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第８７条 指定療養通所介護事業者は、

指定療養通所介護の提供の開始に際し、

第８５条 指定療養通所介護事業者は、

指定療養通所介護の提供の開始に際し、



あらかじめ、利用申込者又はその家族に

対し、第９４条に規定する重要事項に関

する規程の概要、療養通所介護従業者の

勤務の体制、第９２条第１項に規定する

利用者ごとに定めた緊急時等の対応策、

主治の医師及び第９５条第１項に規定

する緊急時対応医療機関との連絡体制

並びにその他の利用申込者のサービス

の選択に資すると認められる重要事項

を記した文書を交付して説明を行い、当

該提供の開始について利用申込者の同

意を得なければならない。 

あらかじめ、利用申込者又はその家族に

対し、第９２条に規定する運営規程の概

要、療養通所介護従業者の勤務の体制、

第９０条第１項に規定する利用者ごと

に定めた緊急時等の対応策、主治の医師

及び第９３条第１項に規定する緊急時

対応医療機関との連絡体制並びにその

他の利用申込者のサービスの選択に資

すると認められる重要事項を記した文

書を交付して説明を行い、当該提供の開

始について利用申込者の同意を得なけ

ればならない。 

２ （略） ２ （略） 

  

第８８条 （略） 第８６条 （略） 

  

第８９条 （略） 第８７条 （略） 

  

第９０条 （略） 第８８条 （略） 

  

第９１条 （略） 第８９条 （略） 

  

（緊急時等の対応） （緊急時等の対応） 

第９２条 （略） 第９０条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 療養通所介護従業者は、現に指定療

養通所介護の提供を行っているときに

利用者の病状の急変が生じた場合その

他必要な場合は、緊急時等の対応策に基

づき、速やかに主治の医師又は第９５条

第１項に規定する緊急時対応医療機関

への連絡を行う等の必要な措置を講じ

３ 療養通所介護従業者は、現に指定療

養通所介護の提供を行っているときに

利用者の病状の急変が生じた場合その

他必要な場合は、緊急時等の対応策に基

づき、速やかに主治の医師又は第９３条

第１項に規定する緊急時対応医療機関

への連絡を行う等の必要な措置を講じ



なければならない。 なければならない。 

４及び５ （略） ４及び５ （略） 

  

第９３条 （略） 第９１条 （略） 

  

第９４条 （略） 第９２条 （略） 

  

第９５条 （略） 第９３条 （略） 

  

第９６条 （略） 第９４条 （略） 

  

第９７条 （略） 第９５条 （略） 

  

（準用） （準用） 

第９８条 第１０条から第１３条まで、

第１６条から第１８条まで、第２０条、

第２２条、第２８条、第３４条から第３

８条まで、第４１条、第６５条（第３項

第２号を除く。）、第６６条及び第７１

条から第７６条までの規定は、指定療養

通所介護の事業について準用する。この

場合において、第３４条中「運営規程」

とあるのは「第９４条に規定する重要事

項に関する規程」と、「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「療養通所介護従業者」と、第７１条第

３項中「地域密着型通所介護従業者」と

あるのは「療養通所介護従業者」と、第

７５条第１項中「地域密着型通所介護に

ついて知見を有する者」とあるのは「療

養通所介護について知見を有する者」

と、「６月」とあるのは「１２月」と、

第９６条 第１０条から第１３条まで、

第１６条から第１８条まで、第２０条、

第２２条、第２８条、第３４条から第３

８条まで、第４１条、第６５条（第３項

第２号を除く。）、第６６条及び第７１

条から第７６条までの規定は、指定療養

通所介護の事業について準用する。この

場合において、第３４条中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「療養通所介護従業者」と、第７１

条第３項中「地域密着型通所介護従業

者」とあるのは「療養通所介護従業者」

と、第７５条第１項中「地域密着型通所

介護について知見を有する者」とあるの

は「療養通所介護について知見を有する

者」と、「６月」とあるのは「１２月」

と、同条第３項中「当たっては」とある

のは「当たっては、利用者の状態に応じ



同条第３項中「当たっては」とあるのは

「当たっては、利用者の状態に応じて」

と、第７６条第４項中「第６３条第４項」

とあるのは「第８６条第４項」と読み替

えるものとする。 

て」と、第７６条第４項中「第６３条第

４項」とあるのは「第８４条第４項」と

読み替えるものとする。 

  

第９９条 （略） 第９７条 （略） 

  

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第１００条 単独型指定認知症対応型通

所介護（特別養護老人ホーム等（特別養

護老人ホーム（老人福祉法（昭和３８年

法律第１３３号）第２０条の５に規定す

る特別養護老人ホームをいう。以下同

じ。）、同法第２０条の４に規定する養

護老人ホーム、病院、診療所、介護老人

保健施設、介護医療院、社会福祉施設又

は特定施設をいう。以下同じ。）に併設

されていない事業所において行われる

指定認知症対応型通所介護をいう。以下

同じ。）の事業を行う者及び併設型指定

認知症対応型通所介護（特別養護老人ホ

ーム等に併設されている事業所におい

て行われる指定認知症対応型通所介護

をいう。以下同じ。）の事業を行う者（以

下「単独型・併設型指定認知症対応型通

所介護事業者」という。）が当該事業を

行う事業所（以下「単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護事業所」という。）

ごとに置くべき従業者の員数は、次のと

おりとする。 

第９８条 単独型指定認知症対応型通所

介護（特別養護老人ホーム等（特別養護

老人ホーム（老人福祉法（昭和３８年法

律第１３３号）第２０条の５に規定する

特別養護老人ホームをいう。以下同

じ。）、同法第２０条の４に規定する養

護老人ホーム、病院、診療所、介護老人

保健施設、社会福祉施設又は特定施設を

いう。以下同じ。）に併設されていない

事業所において行われる指定認知症対

応型通所介護をいう。以下同じ。）の事

業を行う者及び併設型指定認知症対応

型通所介護（特別養護老人ホーム等に併

設されている事業所において行われる

指定認知症対応型通所介護をいう。以下

同じ。）の事業を行う者（以下「単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業

者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護事業所」という。）ごとに置

くべき従業者の員数は、次のとおりとす

る。 

(1)から(3)まで （略） (1)から(3)まで （略） 



２及び３ （略） ２及び３ （略） 

４ 前各項の単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護の単位は、単独型・併設

型指定認知症対応型通所介護であって

その提供が同時に１又は複数の利用者

（当該単独型・併設型指定認知症対応型

通所介護事業者が単独型・併設型指定介

護予防認知症対応型通所介護事業者（指

定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する

基準（平成１８年厚生労働省令第３６

号。以下「指定地域密着型介護予防サー

ビス基準」という。）第５条第１項に規

定する単独型・併設型指定介護予防認知

症対応型通所介護事業者をいう。以下同

じ。）の指定を併せて受け、かつ、単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護の

事業と単独型・併設型指定介護予防認知

症対応型通所介護（同項第１号に規定す

る単独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護をいう。以下同じ。）の事

業とが同一の事業所において一体的に

運営されている場合にあっては、当該事

業所における単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護又は単独型・併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護の利用

者。以下この条において同じ。）に対し

て一体的に行われるものをいい、その利

用定員（当該単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護事業所において同時に

４ 前各項の単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護の単位は、単独型・併設

型指定認知症対応型通所介護であって

その提供が同時に１又は複数の利用者

（当該単独型・併設型指定認知症対応型

通所介護事業者が単独型・併設型指定介

護予防認知症対応型通所介護事業者（指

定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する

基準（平成１８年厚生労働省令第３６

号。以下「指定地域密着型介護予防サー

ビス基準」という。）第５条第１項に規

定する単独型・併設型指定介護予防認知

症対応型通所介護事業者をいう。以下同

じ。）の指定を併せて受け、かつ、単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護の

事業と単独型・併設型指定介護予防認知

症対応型通所介護（同項第１号に規定す

る単独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護をいう。以下同じ。）の事

業とが同一の事業所において一体的に

運営されている場合にあっては、当該事

業所における単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護又は単独型・併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護の利用

者。以下この条において同じ。）に対し

て一体的に行われるものをいい、その利

用定員（当該単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護事業所において同時に



単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護の提供を受けることができる利用者

の数の上限をいう。第１０２条第２項第

１号アにおいて同じ。）を１２人以下と

する。 

単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護の提供を受けることができる利用者

の数の上限をいう。第１００条第２項第

１号アにおいて同じ。）を１２人以下と

する。 

５から７まで （略） ５から７まで （略） 

  

第１０１条 （略） 第９９条 （略） 

  

第１０２条 （略） 第１００条 （略） 

  

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第１０３条 指定認知症対応型共同生活

介護事業所若しくは指定介護予防認知

症対応型共同生活介護事業所（指定地域

密着型介護予防サービス基準第７０条

第１項に規定する指定介護予防認知症

対応型共同生活介護事業所をいう。次条

において同じ。）の居間若しくは食堂又

は指定地域密着型特定施設若しくは指

定地域密着型介護老人福祉施設の食堂

若しくは共同生活室において、これらの

事業所又は施設の利用者、入居者又は入

所者とともに行う指定認知症対応型通

所介護（以下「共用型指定認知症対応型

通所介護」という。）の事業を行う者（以

下「共用型指定認知症対応型通所介護事

業者」という。）が当該事業を行う事業

所（以下「共用型指定認知症対応型通所

介護事業所」という。）に置くべき従業

者の員数は、当該利用者、当該入居者又

は当該入所者の数と当該共用型指定認

第１０１条 指定認知症対応型共同生活

介護事業所若しくは指定介護予防認知

症対応型共同生活介護事業所（指定地域

密着型介護予防サービス基準第７０条

第１項に規定する指定介護予防認知症

対応型共同生活介護事業所をいう。次条

において同じ。）の居間若しくは食堂又

は指定地域密着型特定施設若しくは指

定地域密着型介護老人福祉施設の食堂

若しくは共同生活室において、これらの

事業所又は施設の利用者、入居者又は入

所者とともに行う指定認知症対応型通

所介護（以下「共用型指定認知症対応型

通所介護」という。）の事業を行う者（以

下「共用型指定認知症対応型通所介護事

業者」という。）が当該事業を行う事業

所（以下「共用型指定認知症対応型通所

介護事業所」という。）に置くべき従業

者の員数は、当該利用者、当該入居者又

は当該入所者の数と当該共用型指定認



知症対応型通所介護の利用者（当該共用

型指定認知症対応型通所介護事業者が

共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業者（指定地域密着型介護予防サ

ービス基準第８条第１項に規定する共

用型指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者をいう。以下同じ。）の指定を

併せて受け、かつ、共用型指定認知症対

応型通所介護の事業と共用型指定介護

予防認知症対応型通所介護（同項に規定

する共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護をいう。以下同じ。）の事業と

が同一の事業所において一体的に運営

されている場合にあっては、当該事業所

における共用型指定認知症対応型通所

介護又は共用型指定介護予防認知症対

応型通所介護の利用者。次条において同

じ。）の数を合計した数について、第１

４９条、第１６９条若しくは第１９０条

又は指定地域密着型介護予防サービス

基準第７０条に規定する従業者の員数

を満たすために必要な数以上とする。 

知症対応型通所介護の利用者（当該共用

型指定認知症対応型通所介護事業者が

共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業者（指定地域密着型介護予防サ

ービス基準第８条第１項に規定する共

用型指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者をいう。以下同じ。）の指定を

併せて受け、かつ、共用型指定認知症対

応型通所介護の事業と共用型指定介護

予防認知症対応型通所介護（同項に規定

する共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護をいう。以下同じ。）の事業と

が同一の事業所において一体的に運営

されている場合にあっては、当該事業所

における共用型指定認知症対応型通所

介護又は共用型指定介護予防認知症対

応型通所介護の利用者。次条において同

じ。）の数を合計した数について、第１

４７条、第１６７条若しくは第１８８条

又は指定地域密着型介護予防サービス

基準第７０条に規定する従業者の員数

を満たすために必要な数以上とする。 

２ （略） ２ （略） 

  

（利用定員等） （利用定員等） 

第１０４条 共用型指定認知症対応型通

所介護事業所の利用定員（当該共用型指

定認知症対応型通所介護事業所におい

て同時に共用型指定認知症対応型通所

介護の提供を受けることができる利用

者の数の上限をいう。）は、指定認知症

対応型共同生活介護事業所又は指定介

第１０２条 共用型指定認知症対応型通

所介護事業所の利用定員（当該共用型指

定認知症対応型通所介護事業所におい

て同時に共用型指定認知症対応型通所

介護の提供を受けることができる利用

者の数の上限をいう。）は、指定認知症

対応型共同生活介護事業所又は指定介



護予防認知症対応型共同生活介護事業

所においては共同生活住居（法第８条第

２０項又は法８条の２第１５項に規定

する共同生活を営むべき住居をいう。）

ごとに、指定地域密着型特定施設又は指

定地域密着型介護老人福祉施設（ユニッ

ト型指定地域密着型介護老人福祉施設

（第２１９条に規定するユニット型指

定地域密着型介護老人福祉施設をいう。

以下この項において同じ。）を除く。）

においては施設ごとに１日当たり３人

以下とし、ユニット型指定地域密着型介

護老人福祉施設においては、ユニットご

とに当該ユニット型指定地域密着型介

護老人福祉施設の入居者の数と当該共

用型指定認知症対応型通所介護の利用

者の数の合計が１日当たり１２人以下

となる数とする。 

護予防認知症対応型共同生活介護事業

所においては共同生活住居（法第８条第

２０項又は法８条の２第１５項に規定

する共同生活を営むべき住居をいう。）

ごとに、指定地域密着型特定施設又は指

定地域密着型介護老人福祉施設におい

ては施設ごとに１日当たり３人以下と

する。 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事

業者は、指定居宅サービス（法第４１条

第１項に規定する指定居宅サービスを

いう。以下同じ。）、指定地域密着型サ

ービス、指定居宅介護支援（法第４６条

第１項に規定する指定居宅介護支援を

いう。）、指定介護予防サービス（法第

５３条第１項に規定する指定介護予防

サービスをいう。以下同じ。）、指定地

域密着型介護予防サービス（法第５４条

の２第１項に規定する指定地域密着型

介護予防サービスをいう。以下同じ。）

若しくは指定介護予防支援（法第５８条

第１項に規定する指定介護予防支援を

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事

業者は、指定居宅サービス（法第４１条

第１項に規定する指定居宅サービスを

いう。以下同じ。）、指定地域密着型サ

ービス、指定居宅介護支援（法第４６条

第１項に規定する指定居宅介護支援を

いう。）、指定介護予防サービス（法第

５３条第１項に規定する指定介護予防

サービスをいう。以下同じ。）、指定地

域密着型介護予防サービス（法第５４条

の２第１項に規定する指定地域密着型

介護予防サービスをいう。以下同じ。）

若しくは指定介護予防支援（法第５８条

第１項に規定する指定介護予防支援を



いう。）の事業又は介護保険施設（法第

８条第２５項に規定する介護保険施設

をいう。以下同じ。）若しくは指定介護

療養型医療施設の運営（第１２１条第７

項及び第２３３条第８項において「指定

居宅サービス事業等」という。）につい

て３年以上の経験を有する者でなけれ

ばならない。 

いう。）の事業又は介護保険施設（法第

８条第２５項に規定する介護保険施設

をいう。以下同じ。）若しくは指定介護

療養型医療施設の運営（第１１９条第７

項において「指定居宅サービス事業等」

という。）について３年以上の経験を有

する者でなければならない。 

  

（管理者） （管理者） 

第１０５条 （略） 第１０３条 （略） 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事

業所の管理者は、適切な共用型指定認知

症対応型通所介護を提供するために必

要な知識及び経験を有する者であって、

第１０１条第２項に規定する厚生労働

大臣が定める研修を修了しているもの

でなければならない。 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事

業所の管理者は、適切な共用型指定認知

症対応型通所介護を提供するために必

要な知識及び経験を有する者であって、

第９９条第２項に規定する厚生労働大

臣が定める研修を修了しているもので

なければならない。 

  

第１０６条 （略） 第１０４条 （略） 

  

第１０７条 （略） 第１０５条 （略） 

  

第１０８条 （略） 第１０６条 （略） 

  

（指定認知症対応型通所介護の具体的

取扱方針） 

（指定認知症対応型通所介護の具体的

取扱方針） 

第１０９条 指定認知症対応型通所介護

の方針は、次に掲げるところによるもの

とする。 

第１０７条 指定認知症対応型通所介護

の方針は、次に掲げるところによるもの

とする。 

(1)から(3)まで  （略） (1)から(3)まで  （略） 

(4) 認知症対応型通所介護従業者（第１ (4) 認知症対応型通所介護従業者（第９



００条第１項又は第１０３条第１項

の従業者をいう。以下同じ。）は、指

定認知症対応型通所介護の提供に当

たっては、懇切丁寧に行うことを旨と

し、利用者又はその家族に対し、サー

ビスの提供方法等について、理解しや

すいように説明を行うものとする。 

８条第１項又は第１０１条第１項の

従業者をいう。以下同じ。）は、指定

認知症対応型通所介護の提供に当た

っては、懇切丁寧に行うことを旨と

し、利用者又はその家族に対し、サー

ビスの提供方法等について、理解しや

すいように説明を行うものとする。 

(5)及び(6)  （略） (5)及び(6) （略） 

  

（認知症対応型通所介護計画の作成） （認知症対応型通所介護計画の作成） 

第１１０条 指定認知症対応型通所介護

事業所（単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護事業所又は共用型指定認知

症対応型通所介護事業所をいう。以下同

じ。）の管理者（第１０１条又は第１０

５条の管理者をいう。以下この条及び次

条において同じ。）は、利用者の心身の

状況、希望及びその置かれている環境を

踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標

を達成するための具体的なサービスの

内容等を記載した認知症対応型通所介

護計画を作成しなければならない。 

第１０８条 指定認知症対応型通所介護

事業所（単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護事業所又は共用型指定認知

症対応型通所介護事業所をいう。以下同

じ。）の管理者（第９９条又は第１０３

条の管理者をいう。以下この条及び次条

において同じ。）は、利用者の心身の状

況、希望及びその置かれている環境を踏

まえて、機能訓練等の目標、当該目標を

達成するための具体的なサービスの内

容等を記載した認知症対応型通所介護

計画を作成しなければならない。 

２から５まで （略） ２から５まで （略） 

  

第１１１条 （略） 第１０９条 （略） 

  

（運営規程） （運営規程） 

第１１２条 指定認知症対応型通所介護

事業者は、指定認知症対応型通所介護事

業所ごとに、次に掲げる事業の運営につ

いての重要事項に関する規程を定めて

おかなければならない。 

第１１０条 指定認知症対応型通所介護

事業者は、指定認知症対応型通所介護事

業所ごとに、次に掲げる事業の運営につ

いての重要事項に関する規程を定めて

おかなければならない。 



(1)から(3)まで  （略） (1)から(3)まで  （略） 

(4) 指定認知症対応型通所介護の利用

定員（第１００条第４項又は第１０４

条第１項の利用定員をいう。） 

(4) 指定認知症対応型通所介護の利用

定員（第９８条第４項又は第１０２条

第１項の利用定員をいう。） 

(5)から(10)まで （略） (5)から(10)まで （略） 

  

第１１３条 （略） 第１１１条 （略） 

  

第１１４条 （略） 第１１２条 （略） 

  

第１１５条 （略） 第１１３条 （略） 

  

第１１６条 （略） 第１１４条 （略） 

  

第１１７条 （略） 第１１５条 （略） 

  

第１１７条の２ （略） 第１１５条の２ （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第１１８条 （略） 第１１６条 （略） 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者

は、利用者に対する指定認知症対応型通

所介護の提供に関する次の各号に掲げ

る記録を整備し、その完結の日から２年

間保存しなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者

は、利用者に対する指定認知症対応型通

所介護の提供に関する次の各号に掲げ

る記録を整備し、その完結の日から２年

間保存しなければならない。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

(5) 次条において準用する第７６条第

２項に規定する事故の状況及び事故

に際して採った処置についての記録 

(5) 前条第２項に規定する事故の状況

及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

  

（準用） （準用） 

第１１９条 第９条から第１３条まで、 第１１７条 第９条から第１３条まで、



第１５条から第１８条まで、第２０条、

第２２条、第２８条、第３４条から第３

８条まで、第４１条、第５３条、第６４

条、第６５条、第６９条及び第７１条か

ら第７６条までの規定は、指定認知症対

応型通所介護の事業について準用する。

この場合において、第９条第１項中「第

３１条に規定する運営規程」とあるのは

「第１１２条に規定する重要事項に関

する規程」と、「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「認知

症対応型通所介護従業者」と、第７５条

第１項中「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者」とあるのは「認知症対応

型通所介護従業者」と、第７５条第１項

中「地域密着型通所介護について知見を

有する者」とあるのは「認知症対応型通

所介護について知見を有する者」と、第

７６条第４項中「第６３条第４項」とあ

るのは「第１０２条第４項」と読み替え

るものとする。 

第１５条から第１８条まで、第２０条、

第２２条、第２８条、第３４条から第３

８条まで、第４１条、第５３条、第６４

条、第６５条、第６９条及び第７１条か

ら第７６条までの規定は、指定認知症対

応型通所介護の事業について準用する。

この場合において、第９条第１項中「第

３１条に規定する運営規程」とあるのは

「第１１０条に規定する重要事項に関

する規程」と、「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「認知

症対応型通所介護従業者」と、第７５条

第１項中「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者」とあるのは「認知症対応

型通所介護従業者」と、第７５条第１項

中「地域密着型通所介護について知見を

有する者」とあるのは「認知症対応型通

所介護について知見を有する者」と、第

７６条第４項中「第６３条第４項」とあ

るのは「第１００条第４項」と読み替え

るものとする。 

  

第１２０条 （略） 第１１８条 （略） 

  

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第１２１条 指定小規模多機能型居宅介

護の事業を行う者（以下「指定小規模多

機能型居宅介護事業者」という。）が当

該事業を行う事業所（以下「指定小規模

多機能型居宅介護事業所」という。）ご

とに置くべき指定小規模多機能型居宅

介護の提供に当たる従業者（以下「小規

第１１９条 指定小規模多機能型居宅介

護の事業を行う者（以下「指定小規模多

機能型居宅介護事業者」という。）が当

該事業を行う事業所（以下「指定小規模

多機能型居宅介護事業所」という。）ご

とに置くべき指定小規模多機能型居宅

介護の提供に当たる従業者（以下「小規



模多機能型居宅介護従業者」という。）

の員数は、夜間及び深夜の時間帯以外の

時間帯に指定小規模多機能型居宅介護

の提供に当たる小規模多機能型居宅介

護従業者については、常勤換算方法で、

通いサービス（登録者（指定小規模多機

能型居宅介護を利用するために指定小

規模多機能型居宅介護事業所に登録を

受けた者をいう。以下この章において同

じ。）を指定小規模多機能型居宅介護事

業所に通わせて行う小規模多機能型居

宅介護をいう。以下この章において同

じ。）の提供に当たる者をその利用者（当

該指定小規模多機能型居宅介護事業者

が指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者（指定地域密着型介護予防サー

ビス基準第４４条第１項に規定する指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業者をいう。以下この章において同じ。）

の指定を併せて受け、かつ、指定小規模

多機能型居宅介護の事業と指定介護予

防小規模多機能型居宅介護（指定地域密

着型介護予防サービス基準第４３条に

規定する指定介護予防小規模多機能型

居宅介護をいう。以下この章において同

じ。）の事業とが同一の事業所において

一体的に運営されている場合にあって

は、当該事業所における指定小規模多機

能型居宅介護又は指定介護予防小規模

多機能型居宅介護の利用者。以下この節

及び次節において同じ。）の数が３又は

その端数を増すごとに１以上及び訪問

模多機能型居宅介護従業者」という。）

の員数は、夜間及び深夜の時間帯以外の

時間帯に指定小規模多機能型居宅介護

の提供に当たる小規模多機能型居宅介

護従業者については、常勤換算方法で、

通いサービス（登録者（指定小規模多機

能型居宅介護を利用するために指定小

規模多機能型居宅介護事業所に登録を

受けた者をいう。以下この章において同

じ。）を指定小規模多機能型居宅介護事

業所に通わせて行う小規模多機能型居

宅介護をいう。以下この章において同

じ。）の提供に当たる者をその利用者（当

該指定小規模多機能型居宅介護事業者

が指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者（指定地域密着型介護予防サー

ビス基準第４４条第１項に規定する指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業者をいう。以下この章において同じ。）

の指定を併せて受け、かつ、指定小規模

多機能型居宅介護の事業と指定介護予

防小規模多機能型居宅介護（指定地域密

着型介護予防サービス基準第４３条に

規定する指定介護予防小規模多機能型

居宅介護をいう。以下この章において同

じ。）の事業とが同一の事業所において

一体的に運営されている場合にあって

は、当該事業所における指定小規模多機

能型居宅介護又は指定介護予防小規模

多機能型居宅介護の利用者。以下この節

及び次節において同じ。）の数が３又は

その端数を増すごとに１以上及び訪問



サービス（小規模多機能型居宅介護従業

者が登録者の居宅を訪問し、当該居宅に

おいて行う小規模多機能型居宅介護（第

７項に規定する本体事業所である指定

小規模多機能型居宅介護事業所にあっ

ては当該本体事業所に係る同項に規定

するサテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所の登録者の居宅におい

て行う指定小規模多機能型居宅介護を、

同項に規定するサテライト型指定小規

模多機能型居宅介護事業所にあっては

当該サテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所に係る同項に規定する

本体事業所並びに当該本体事業所に係

る他の同項に規定するサテライト型指

定小規模多機能型居宅介護事業所及び

第２３３条第８項に規定するサテライ

ト型指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所の登録者の居宅において行う指

定小規模多機能型居宅介護を含む。）を

いう。以下この章において同じ。）の提

供に当たる者を１以上とし、夜間及び深

夜の時間帯を通じて指定小規模多機能

型居宅介護の提供に当たる小規模多機

能型居宅介護従業者については、夜間及

び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に

行われる勤務（宿直勤務を除く。）をい

う。第５項において同じ。）に当たる者

を１以上及び宿直勤務に当たる者を当

該宿直勤務に必要な数以上とする。 

サービス（小規模多機能型居宅介護従業

者が登録者の居宅を訪問し、当該居宅に

おいて行う小規模多機能型居宅介護、

（第７項に規定する本体事業所である

指定小規模多機能型居宅介護事業所に

あっては当該本体事業所に係る同項に

規定するサテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所の登録者の居宅に

おいて行う指定小規模多機能型居宅介

護を、同項に規定するサテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所にあっ

ては当該サテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所に係る同項に規定

する本体事業所及び当該本体事業所に

係る他の同項に規定するサテライト型

指定小規模多機能型居宅介護事業所の

登録者の居宅において行う指定小規模

多機能型居宅介護を含む。）をいう。以

下この章において同じ。）の提供に当た

る者を１以上とし、夜間及び深夜の時間

帯を通じて指定小規模多機能型居宅介

護の提供に当たる小規模多機能型居宅

介護従業者については、夜間及び深夜の

勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる

勤務（宿直勤務を除く。）をいう。第５

項において同じ。）に当たる者を１以上

及び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤

務に必要な数以上とする。 

２から５まで （略） ２から５まで （略） 

６ 次の表の第１欄に掲げる場合におい ６ 次の表の第１欄に掲げる場合におい



て、前各項に定める人員に関する基準を

満たす小規模多機能型居宅介護従業者

を置くほか、同表の第２欄に掲げる施設

等の人員に関する基準を満たす従業者

を置いているときは、同表の第３欄に掲

げる当該小規模多機能型居宅介護従業

者は、同表の第２欄に掲げる施設等の職

務に従事することができる。 

て、前各項に定める人員に関する基準を

満たす小規模多機能型居宅介護従業者

を置くほか、同表の第２欄に掲げる施設

等の人員に関する基準を満たす従業者

を置いているときは、同表の第３欄に掲

げる当該小規模多機能型居宅介護従業

者は、同表の第２欄に掲げる施設等の職

務に従事することができる。 

当該指定小

規模多機能

型居宅介護

事業所に第

２欄に掲げ

る施設等の

いずれかが

併設されて

いる場合 

指定認知症対応型

共同生活介護事業

所、指定地域密着

型特定施設、指定

地域密着型介護老

人福祉施設、指定

介護療養型医療施

設（医療法（昭和

２３年法律第２０

５号）第７条第２

項第４号に規定す

る療養病床を有す

る診療所であるも

のに限る。）又は

介護医療院 

介護

職員 

 （略）   
 

当該指定小

規模多機能

型居宅介護

事業所に第

２欄に掲げ

る施設等の

いずれかが

併設されて

いる場合 

指定認知症対応型

共同生活介護事業

所、指定地域密着

型特定施設、指定

地域密着型介護老

人福祉施設又は指

定介護療養型医療

施設（医療法（昭

和２３年法律第２

０５号）第７条第

２項第４号に規定

する療養病床を有

する診療所である

ものに限る。） 

 

介護

職員 

 （略）   
 

７ 第１項の規定にかかわらず、サテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事

業所（指定小規模多機能型居宅介護事業

所であって、指定居宅サービス事業等そ

の他の保健医療又は福祉に関する事業

について３年以上の経験を有する指定

小規模多機能型居宅介護事業者又は指

７ 第１項の規定にかかわらず、サテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事

業所（指定小規模多機能型居宅介護事業

所であって、指定居宅サービス事業等そ

の他の保健医療又は福祉に関する事業

について３年以上の経験を有する指定

小規模多機能型居宅介護事業者又は指



定看護小規模多機能型居宅介護事業者

により設置される当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所以外の指定小規模

多機能型居宅介護事業所又は指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所であっ

て当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所に対して指定小規模多機能型居宅

介護の提供に係る支援を行うもの（以下

この章において「本体事業所」という。）

との密接な連携の下に運営されるもの

をいう。以下同じ。）に置くべき訪問サ

ービスの提供に当たる小規模多機能型

居宅介護従業者については、本体事業所

の職員により当該サテライト型指定小

規模多機能型居宅介護事業所の登録者

の処遇が適切に行われると認められる

ときは、１以上とすることができる。 

定看護小規模多機能型居宅介護事業者

により設置される当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所以外の指定小規模

多機能型居宅介護事業所又は指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所であっ

て当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所に対して指定小規模多機能型居宅

介護の提供に係る支援を行うもの（以下

「本体事業所」という。）との密接な連

携の下に運営されるものをいう。以下同

じ。）に置くべき訪問サービスの提供に

当たる小規模多機能型居宅介護従業者

については、本体事業所の職員により当

該サテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所の登録者の処遇が適切に

行われると認められるときは、１以上と

することができる。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事

業所については、夜間及び深夜の時間帯

を通じて本体事業所において宿直勤務

を行う小規模多機能型居宅介護従業者

又は看護小規模多機能型居宅介護従業

者（第２３３条第１項に規定する看護小

規模多機能型居宅介護従業者をいう。）

により当該サテライト型指定小規模多

機能型居宅介護事業所の登録者の処遇

が適切に行われると認められるときは、

夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤

務を行う小規模多機能型居宅介護従業

者を置かないことができる。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事

業所については、夜間及び深夜の時間帯

を通じて本体事業所において宿直勤務

を行う小規模多機能型居宅介護従業者

又は看護小規模多機能型居宅介護従業

者（第２３０条第１項に規定する看護小

規模多機能型居宅介護従業者をいう。）

により当該サテライト型指定小規模多

機能型居宅介護事業所の登録者の処遇

が適切に行われると認められるときは、

夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤

務を行う小規模多機能型居宅介護従業

者を置かないことができる。 

９から１１まで （略） ９から１１まで （略） 



１２ 第１０項の規定にかかわらず、サ

テライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所については、本体事業所の介護

支援専門員により当該サテライト型指

定小規模多機能型居宅介護事業所の登

録者に対して居宅サービス計画の作成

が適切に行われるときは、介護支援専門

員に代えて、小規模多機能型居宅介護計

画の作成に専ら従事する前項の別に厚

生労働大臣が定める研修を修了してい

る者（第１３５条において「研修修了者」

という。）を置くことができる。 

１２ 第１０項の規定にかかわらず、サ

テライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所については、本体事業所の介護

支援専門員により当該サテライト型指

定小規模多機能型居宅介護事業所の登

録者に対して居宅サービス計画の作成

が適切に行われるときは、介護支援専門

員に代えて、小規模多機能型居宅介護計

画の作成に専ら従事する前項の別に厚

生労働大臣が定める研修を修了してい

る者（第１３３条において「研修修了者」

という。）を置くことができる。 

１３ （略） １３ （略） 

  

（管理者） （管理者） 

第１２２条 （略） 第１２０条 （略） 

２ 前項本文及び第２３４条第１項の規

定にかかわらず、指定小規模多機能型居

宅介護事業所の管理上支障がない場合

は、サテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所の管理者は、本体事業所の

管理者をもって充てることができる。 

２ 前項本文及び第２３１条第１項の規

定にかかわらず、指定小規模多機能型居

宅介護事業所の管理上支障がない場合

は、サテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所の管理者は、本体事業所の

管理者をもって充てることができる。 

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホ

ーム、老人デイサービスセンター（老人

福祉法第２０条の２の２に規定する老

人デイサービスセンターをいう。以下同

じ。）、介護老人保健施設、介護医療院、

指定小規模多機能型居宅介護事業所、指

定認知症対応型共同生活介護事業所、指

定複合型サービス事業所（第２３５条に

規定する指定複合型サービス事業所を

いう。次条において同じ。）等の従業者

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホ

ーム、老人デイサービスセンター（老人

福祉法第２０条の２の２に規定する老

人デイサービスセンターをいう。以下同

じ。）、介護老人保健施設、指定小規模

多機能型居宅介護事業所、指定認知症対

応型共同生活介護事業所、指定複合型サ

ービス事業所（第２３２条に規定する指

定複合型サービス事業所をいう。次条に

おいて同じ。）等の従業者又は訪問介護



又は訪問介護員等（介護福祉士又は法第

８条第２項に規定する政令で定める者

をいう。次条、第１５０条第２項、第１

５１条及び第２３５条において同じ。）

として３年以上認知症である者の介護

に従事した経験を有する者であって、別

に厚生労働大臣が定める研修を修了し

ているものでなければならない。 

員等（介護福祉士又は法第８条第２項に

規定する政令で定める者をいう。次条、

第１４８条第２項、第１４９条及び第２

３２条において同じ。）として３年以上

認知症である者の介護に従事した経験

を有する者であって、別に厚生労働大臣

が定める研修を修了しているものでな

ければならない。 

  

（指定小規模多機能型居宅介護事業者

の代表者） 

（指定小規模多機能型居宅介護事業者

の代表者） 

第１２３条 指定小規模多機能型居宅介

護事業者の代表者は、特別養護老人ホー

ム、老人デイサービスセンター、介護老

人保健施設、介護医療院、指定小規模多

機能型居宅介護事業所、指定認知症対応

型共同生活介護事業所、指定複合型サー

ビス事業所等の従業者、訪問介護員等と

して認知症である者の介護に従事した

経験を有する者又は保健医療サービス

若しくは福祉サービスの経営に携わっ

た経験を有する者であって、別に厚生労

働大臣が定める研修を修了しているも

のでなければならない。 

第１２１条 指定小規模多機能型居宅介

護事業者の代表者は、特別養護老人ホー

ム、老人デイサービスセンター、介護老

人保健施設、指定小規模多機能型居宅介

護事業所、指定認知症対応型共同生活介

護事業所、指定複合型サービス事業所等

の従業者、訪問介護員等として認知症で

ある者の介護に従事した経験を有する

者又は保健医療サービス若しくは福祉

サービスの経営に携わった経験を有す

る者であって、別に厚生労働大臣が定め

る研修を修了しているものでなければ

ならない。 

  

第１２４条 （略） 第１２２条 （略） 

  

第１２５条 （略） 第１２３条 （略） 

  

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第１２６条 指定小規模多機能型居宅介

護事業者は、指定小規模多機能型居宅介

第１２４条 指定小規模多機能型居宅介

護事業者は、指定小規模多機能型居宅介



護の提供に当たっては、介護支援専門員

（第１２１条第１２項の規定により介

護支援専門員を配置していないサテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事

業所にあっては、本体事業所の介護支援

専門員。以下この条及び第１３２条にお

いて同じ。）が開催するサービス担当者

会議（介護支援専門員が居宅サービス計

画の作成のために居宅サービス計画の

原案に位置付けた指定居宅サービス等

（法第８条第２４項に規定する指定居

宅サービス等をいう。以下同じ。）の担

当者を招集して行う会議をいう。）等を

通じて、利用者の心身の状況、その置か

れている環境、他の保健医療サービス又

は福祉サービスの利用状況等の把握に

努めなければならない。 

護の提供に当たっては、介護支援専門員

（第１１９条第１２項の規定により介

護支援専門員を配置していないサテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事

業所にあっては、本体事業所の介護支援

専門員。以下この条及び第１３０条にお

いて同じ。）が開催するサービス担当者

会議（介護支援専門員が居宅サービス計

画の作成のために居宅サービス計画の

原案に位置付けた指定居宅サービス等

（法第８条第２４項に規定する指定居

宅サービス等をいう。以下同じ。）の担

当者を招集して行う会議をいう。）等を

通じて、利用者の心身の状況、その置か

れている環境、他の保健医療サービス又

は福祉サービスの利用状況等の把握に

努めなければならない。 

  

第１２７条 （略） 第１２５条 （略） 

  

第１２８条 （略） 第１２６条 （略） 

  

第１２９条 （略） 第１２７条 （略） 

  

第１３０条 （略） 第１２８条 （略） 

  

第１３１条 （略） 第１２９条 （略） 

  

第１３２条 （略） 第１３０条 （略） 

  

第１３３条 （略） 第１３１条 （略） 

  



第１３４条 （略） 第１３２条 （略） 

  

（小規模多機能型居宅介護計画の作成） （小規模多機能型居宅介護計画の作成） 

第１３５条 指定小規模多機能型居宅介

護事業所の管理者は、介護支援専門員

（第１２１条第１２項の規定により介

護支援専門員を配置していないサテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事

業所にあっては、研修修了者。以下この

条において同じ。）に、小規模多機能型

居宅介護計画の作成に関する業務を担

当させるものとする。 

第１３３条 指定小規模多機能型居宅介

護事業所の管理者は、介護支援専門員

（第１１９条第１２項の規定により介

護支援専門員を配置していないサテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事

業所にあっては、研修修了者。以下この

条において同じ。）に、小規模多機能型

居宅介護計画の作成に関する業務を担

当させるものとする。 

２から７まで （略） ２から７まで （略） 

  

第１３６条 （略） 第１３４条 （略） 

  

第１３７条 （略） 第１３５条 （略） 

  

第１３８条 （略） 第１３６条 （略） 

  

第１３９条 （略） 第１３７条 （略） 

  

第１４０条 （略） 第１３８条 （略） 

  

第１４１条 （略） 第１３９条 （略） 

  

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第１４２条 （略） 第１４０条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定小規模多機能型居宅介護事業者

は、サービスの提供体制の確保、夜間に

おける緊急時の対応等のため、介護老人

３ 指定小規模多機能型居宅介護事業者

は、サービスの提供体制の確保、夜間に

おける緊急時の対応等のため、介護老人



福祉施設、介護老人保健施設、介護医療

院、病院等との間の連携及び支援の体制

を整えなければならない。 

福祉施設、介護老人保健施設、病院等と

の間の連携及び支援の体制を整えなけ

ればならない。 

  

第１４３条 （略） 第１４１条 （略） 

  

第１４４条 （略） 第１４２条 （略） 

  

（居住機能を担う併設施設等への入居） （居住機能を担う併設施設等への入居） 

第１４５条 指定小規模多機能型居宅介

護事業者は、可能な限り、利用者がその

居宅において生活を継続できるよう支

援することを前提としつつ、利用者が第

１２１条第６項に掲げる施設等その他

の施設へ入所等を希望した場合は、円滑

にそれらの施設へ入所等が行えるよう、

必要な措置を講ずるよう努めるものと

する。 

第１４３条 指定小規模多機能型居宅介

護事業者は、可能な限り、利用者がその

居宅において生活を継続できるよう支

援することを前提としつつ、利用者が第

１１９条第６項に掲げる施設等その他

の施設へ入所等を希望した場合は、円滑

にそれらの施設へ入所等が行えるよう、

必要な措置を講ずるよう努めるものと

する。 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第１４６条 （略） 第１４４条 （略） 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者

は、利用者に対する指定小規模多機能型

居宅介護の提供に関する次の各号に掲

げる記録を整備し、その完結の日から２

年間保存しなければならない。 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者

は、利用者に対する指定小規模多機能型

居宅介護の提供に関する次の各号に掲

げる記録を整備し、その完結の日から２

年間保存しなければならない。 

(1)から(3)まで （略） (1)から(3)まで （略） 

(4) 第１３１条第６号に規定する身体

的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 

(4) 第１２９条第６号に規定する身体

的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 

(5)から(8)まで （略） (5)から(8)まで （略） 



  

（準用） （準用） 

第１４７条 第９条から第１３条まで、

第２０条、第２２条、第２８条、第３４

条から第３８条まで、第４０条、第４１

条、第６９条、第７１条、第７４条及び

第７５条の規定は、指定小規模多機能型

居宅介護の事業について準用する。この

場合において、第９条第１項中「第３１

条に規定する運営規程」とあるのは「第

１３９条に規定する重要事項に関する

規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者」とあるのは「小規模多

機能型居宅介護従業者」と、第３４条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者」とあるのは「小規模多機能型居宅

介護従業者」と、第６９条第２項中「こ

の節」とあるのは「第６章第４節」と、

第７１条第３項中「地域密着型通所介護

従業者」とあるのは「小規模多機能型居

宅介護従業者」と、第７５条第１項中「地

域密着型通所介護について知見を有す

る者」とあるのは「小規模多機能型居宅

介護について知見を有する者」と、「６

月」とあるのは「２月」と、「活動状況」

とあるのは「通いサービス及び宿泊サー

ビスの提供回数等の活動状況」と読み替

えるものとする。 

第１４５条 第９条から第１３条まで、

第２０条、第２２条、第２８条、第３４

条から第３８条まで、第４０条、第４１

条、第６９条、第７１条、第７４条及び

第７５条の規定は、指定小規模多機能型

居宅介護の事業について準用する。この

場合において、第９条第１項中「第３１

条に規定する運営規程」とあるのは「第

１３７条に規定する重要事項に関する

規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者」とあるのは「小規模多

機能型居宅介護従業者」と、第３４条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者」とあるのは「小規模多機能型居宅

介護従業者」と、第６９条第２項中「こ

の節」とあるのは「第６章第４節」と、

第７１条第３項中「地域密着型通所介護

従業者」とあるのは「小規模多機能型居

宅介護従業者」と、第７５条第１項中「地

域密着型通所介護について知見を有す

る者」とあるのは「小規模多機能型居宅

介護について知見を有する者」と、「６

月」とあるのは「２月」と、「活動状況」

とあるのは「通いサービス及び宿泊サー

ビスの提供回数等の活動状況」と読み替

えるものとする。 

  

第１４８条 （略） 第１４６条 （略） 

  

（従業者の員数） （従業者の員数） 



第１４９条 指定認知症対応型共同生活

介護の事業を行う者（以下「指定認知症

対応型共同生活介護事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下「指定認

知症対応型共同生活介護事業所」とい

う。）ごとに置くべき指定認知症対応型

共同生活介護の提供に当たる従業者（以

下「介護従業者」という。）の員数は、

当該事業所を構成する共同生活住居ご

とに、夜間及び深夜の時間帯以外の時間

帯に指定認知症対応型共同生活介護の

提供に当たる介護従業者を、常勤換算方

法で、当該共同生活住居の利用者（当該

指定認知症対応型共同生活介護事業者

が指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業者（指定地域密着型介護予防サ

ービス基準第７０条第１項に規定する

指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者をいう。以下同じ。）の指定を

併せて受け、かつ、指定認知症対応型共

同生活介護の事業と指定介護予防認知

症対応型共同生活介護（指定地域密着型

介護予防サービス基準第６９条に規定

する指定介護予防認知症対応型共同生

活介護をいう。以下同じ。）の事業とが

同一の事業所において一体的に運営さ

れている場合にあっては、当該事業所に

おける指定認知症対応型共同生活介護

又は指定介護予防認知症対応型共同生

活介護の利用者。以下この条及び第１５

２条において同じ。）の数が３又はその

端数を増すごとに１以上とするほか、夜

第１４７条 指定認知症対応型共同生活

介護の事業を行う者（以下「指定認知症

対応型共同生活介護事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下「指定認

知症対応型共同生活介護事業所」とい

う。）ごとに置くべき指定認知症対応型

共同生活介護の提供に当たる従業者（以

下「介護従業者」という。）の員数は、

当該事業所を構成する共同生活住居ご

とに、夜間及び深夜の時間帯以外の時間

帯に指定認知症対応型共同生活介護の

提供に当たる介護従業者を、常勤換算方

法で、当該共同生活住居の利用者（当該

指定認知症対応型共同生活介護事業者

が指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業者（指定地域密着型介護予防サ

ービス基準第７０条第１項に規定する

指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者をいう。以下同じ。）の指定を

併せて受け、かつ、指定認知症対応型共

同生活介護の事業と指定介護予防認知

症対応型共同生活介護（指定地域密着型

介護予防サービス基準第６９条に規定

する指定介護予防認知症対応型共同生

活介護をいう。以下同じ。）の事業とが

同一の事業所において一体的に運営さ

れている場合にあっては、当該事業所に

おける指定認知症対応型共同生活介護

又は指定介護予防認知症対応型共同生

活介護の利用者。以下この条及び第１５

０条において同じ。）の数が３又はその

端数を増すごとに１以上とするほか、夜



間及び深夜の時間帯を通じて１以上の

介護従業者に夜間及び深夜の勤務（夜間

及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直

勤務を除く。）をいう。）を行わせるた

めに必要な数以上とする。 

間及び深夜の時間帯を通じて１以上の

介護従業者に夜間及び深夜の勤務（夜間

及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直

勤務を除く。）をいう。）を行わせるた

めに必要な数以上とする。 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業

所に、指定小規模多機能型居宅介護事業

所又は指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所が併設されている場合におい

て、前３項に定める員数を満たす介護従

業者を置くほか、第１２１条に定める指

定小規模多機能型居宅介護事業所の人

員に関する基準を満たす小規模多機能

型居宅介護従業者を置いているとき又

は第２３３条に定める指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所の人員に関す

る基準を満たす看護小規模多機能型居

宅介護従業者を置いているときは、当該

介護従業者は、当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所又は指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所の職務に従事す

ることができる。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業

所に、指定小規模多機能型居宅介護事業

所又は指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所が併設されている場合におい

て、前３項に定める員数を満たす介護従

業者を置くほか、第１１９条に定める指

定小規模多機能型居宅介護事業所の人

員に関する基準を満たす小規模多機能

型居宅介護従業者を置いているとき又

は第２３０条に定める指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所の人員に関す

る基準を満たす看護小規模多機能型居

宅介護従業者を置いているときは、当該

介護従業者は、当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所又は指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所の職務に従事す

ることができる。 

５から１０まで （略） ５から１０まで （略） 

  

（管理者） （管理者） 

第１５０条 （略） 第１４８条 （略） 

２ 共同生活住居の管理者は、適切な指

定認知症対応型共同生活介護を提供す

るために必要な知識及び経験を有し、特

別養護老人ホーム、老人デイサービスセ

ンター、介護老人保健施設、介護医療院、

２ 共同生活住居の管理者は、適切な指

定認知症対応型共同生活介護を提供す

るために必要な知識及び経験を有し、特

別養護老人ホーム、老人デイサービスセ

ンター、介護老人保健施設、指定認知症



指定認知症対応型共同生活介護事業所

等の従業者又は訪問介護員等として、３

年以上認知症である者の介護に従事し

た経験を有する者であって、別に厚生労

働大臣が定める研修を修了しているも

のでなければならない。 

対応型共同生活介護事業所等の従業者

又は訪問介護員等として、３年以上認知

症である者の介護に従事した経験を有

する者であって、別に厚生労働大臣が定

める研修を修了しているものでなけれ

ばならない。 

  

（指定認知症対応型共同生活介護事業

者の代表者） 

（指定認知症対応型共同生活介護事業

者の代表者） 

第１５１条 指定認知症対応型共同生活

介護事業者の代表者は、特別養護老人ホ

ーム、老人デイサービスセンター、介護

老人保健施設、介護医療院、指定認知症

対応型共同生活介護事業所等の従業者

若しくは訪問介護員等として、認知症で

ある者の介護に従事した経験を有する

者又は保健医療サービス若しくは福祉

サービスの提供を行う事業の経営に携

わった経験を有する者であって、別に厚

生労働大臣が定める研修を修了してい

るものでなければならない。 

第１４９条 指定認知症対応型共同生活

介護事業者の代表者は、特別養護老人ホ

ーム、老人デイサービスセンター、介護

老人保健施設、指定認知症対応型共同生

活介護事業所等の従業者若しくは訪問

介護員等として、認知症である者の介護

に従事した経験を有する者又は保健医

療サービス若しくは福祉サービスの提

供を行う事業の経営に携わった経験を

有する者であって、別に厚生労働大臣が

定める研修を修了しているものでなけ

ればならない。 

  

第１５２条 （略） 第１５０条 （略） 

２ 共同生活住居は、その入居定員（当

該共同生活住居において同時に指定認

知症対応型共同生活介護の提供を受け

ることができる利用者の数の上限をい

う。第１６３条において同じ。）を５人

以上９人以下とし、居室、居間、食堂、

台所、浴室、消火設備その他の非常災害

に際して必要な設備その他利用者が日

常生活を営む上で必要な設備を設ける

２ 共同生活住居は、その入居定員（当

該共同生活住居において同時に指定認

知症対応型共同生活介護の提供を受け

ることができる利用者の数の上限をい

う。第１６１条において同じ。）を５人

以上９人以下とし、居室、居間、食堂、

台所、浴室、消火設備その他の非常災害

に際して必要な設備その他利用者が日

常生活を営む上で必要な設備を設ける



ものとする。 ものとする。 

３から７まで （略） ３から７まで （略） 

  

第１５３条 （略） 第１５１条 （略） 

  

第１５４条 （略） 第１５２条 （略） 

  

第１５５条 （略） 第１５３条 （略） 

  

（指定認知症対応型共同生活介護の取

扱方針） 

（指定認知症対応型共同生活介護の取

扱方針） 

第１５６条 （略） 第１５４条 （略） 

２から６まで （略） ２から６まで （略） 

７ 指定認知症対応型共同生活介護事業

者は、身体拘束等の適正化を図るため

に、次に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対

策を検討する委員会を３月に１回以

上開催するとともに、その結果につい

て、介護従業者その他の従業者に周知

徹底を図ること。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指

針を整備すること。 

(3) 介護従業者その他の従業者に対し、

身体的拘束等の適正化のための研修

を定期的に実施すること。 

 

８ （略） ７ （略） 

  

（認知症対応型共同生活介護計画の作

成） 

（認知症対応型共同生活介護計画の作

成） 

第１５７条 共同生活住居の管理者は、 第１５５条 共同生活住居の管理者は、



計画作成担当者（第１４９条第７項の計

画作成担当者をいう。以下この条におい

て同じ。）に認知症対応型共同生活介護

計画の作成に関する業務を担当させる

ものとする。 

計画作成担当者（第１４７条第７項の計

画作成担当者をいう。以下この条におい

て同じ。）に認知症対応型共同生活介護

計画の作成に関する業務を担当させる

ものとする。 

２から７まで （略） ２から７まで （略） 

  

第１５８条 （略） 第１５６条 （略） 

  

第１５９条 （略） 第１５７条 （略） 

  

第１６０条 （略） 第１５８条 （略） 

  

第１６１条 （略） 第１５９条 （略） 

  

第１６２条 （略） 第１６０条 （略） 

  

第１６３条 （略） 第１６１条 （略） 

  

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第１６４条 （略） 第１６２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業

者は、サービスの提供体制の確保、夜間

における緊急時の対応等のため、介護老

人福祉施設、介護老人保健施設、介護医

療院、病院等との間の連携及び支援の体

制を整えなければならない。 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業

者は、サービスの提供体制の確保、夜間

における緊急時の対応等のため、介護老

人福祉施設、介護老人保健施設、病院等

との間の連携及び支援の体制を整えな

ければならない。 

  

第１６５条 （略） 第１６３条 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 



第１６６条 （略） 第１６４条 （略） 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業

者は、利用者に対する指定認知症対応型

共同生活介護の提供に関する次の各号

に掲げる記録を整備し、その完結の日か

ら２年間保存しなければならない。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業

者は、利用者に対する指定認知症対応型

共同生活介護の提供に関する次の各号

に掲げる記録を整備し、その完結の日か

ら２年間保存しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第１５４条第２項に規定する提供

した具体的なサービスの内容等の記

録 

(2) 第１５２条第２項に規定する提供

した具体的なサービスの内容等の記

録 

(3) 第１５６条第６項に規定する身体

的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 

(3) 第１５４条第６項に規定する身体

的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 

(4)から(6)まで （略） (4)から(6)まで （略） 

(7) 次条において準用する第１４６条

第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

(7) 次条において準用する第１４２条

第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

  

（準用） （準用） 

第１６７条 第９条、第１０条、第１２

条、第１３条、第２２条、第２８条、第

３４条から第３６条まで、第３８条、第

４０条、第４１条、第６９条、第７４条、

第７５条第１項から第４項まで、第１３

８条、第１４１条及び第１４３条の規定

は、指定認知症対応型共同生活介護の事

業について準用する。この場合におい

て、第９条第１項中「第３１条に規定す

る運営規程」とあるのは「第１６１条に

規定する重要事項に関する規程」と、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

第１６５条 第９条、第１０条、第１２

条、第１３条、第２２条、第２８条、第

３４条から第３６条まで、第３８条、第

４０条、第４１条、第６９条、第７４条、

第７５条第１項から第４項まで、第１３

６条、第１３９条及び第１４１条の規定

は、指定認知症対応型共同生活介護の事

業について準用する。この場合におい

て、第９条第１項中「第３１条に規定す

る運営規程」とあるのは「第１５９条に

規定する重要事項に関する規程」と、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業



者」とあるのは「介護従業者」と、第３

４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「介護従業者」

と、第６９条第２項中「この節」とある

のは「第７章第４節」と、第７５条第１

項中「地域密着型通所介護について知見

を有する者」とあるのは「認知症対応型

共同生活介護について知見を有する者」

と、「６月」とあるのは「２月」と、第

１３８条中「小規模多機能型居宅介護従

業者」とあるのは「介護従業者」と、第

１４１条中「指定小規模多機能型居宅介

護事業者」とあるのは「指定認知症対応

型共同生活介護事業者」と読み替えるも

のとする。 

者」とあるのは「介護従業者」と、第３

４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「介護従業者」

と、第６９条第２項中「この節」とある

のは「第７章第４節」と、第７５条第１

項中「地域密着型通所介護について知見

を有する者」とあるのは「認知症対応型

共同生活介護について知見を有する者」

と、「６月」とあるのは「２月」と、第

１３６条中「小規模多機能型居宅介護従

業者」とあるのは「介護従業者」と、第

１３９条中「指定小規模多機能型居宅介

護事業者」とあるのは「指定認知症対応

型共同生活介護事業者」と読み替えるも

のとする。 

  

第１６８条 （略） 第１６６条 （略） 

  

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第１６９条 （略） 第１６７条 （略） 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

４ 第１項第２号の看護職員及び介護職

員は、主として指定地域密着型特定施設

入居者生活介護の提供に当たるものと

し、看護職員及び介護職員のうちそれぞ

れ１人以上は、常勤の者でなければなら

ない。ただし、サテライト型特定施設（当

該施設を設置しようとする者により設

置される当該施設以外の介護老人保健

施設、介護医療院又は病院若しくは診療

所であって当該施設に対する支援機能

を有するもの（以下この章において「本

４ 第１項第２号の看護職員及び介護職

員は、主として指定地域密着型特定施設

入居者生活介護の提供に当たるものと

し、看護職員のうち１人以上、及び介護

職員のうち１人以上は、常勤の者でなけ

ればならない。ただし、サテライト型特

定施設（当該施設を設置しようとする者

により設置される当該施設以外の介護

老人保健施設又は病院若しくは診療所

であって当該施設に対する支援機能を

有するもの（以下この章において「本体



体施設」という。）との密接な連携を確

保しつつ、本体施設とは別の場所で運営

される指定地域密着型特定施設をいう。

以下同じ。）にあっては、常勤換算方法

で１以上とする。 

施設」という。）との密接な連携を確保

しつつ、本体施設とは別の場所で運営さ

れる指定地域密着型特定施設をいう。以

下同じ。）にあっては、常勤換算方法で

１以上とする。 

５及び６ （略） ５及び６ （略） 

７ 第１項第１号、第３号及び第４号並

びに前項の規定にかかわらず、サテライ

ト型特定施設の生活相談員、機能訓練指

導員又は計画作成担当者については、次

に掲げる本体施設の場合には、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

職員により当該サテライト型特定施設

の入居者の処遇が適切に行われると認

められるときは、これを置かないことが

できる。 

７ 第１項第１号、第３号及び第４号並

びに前項の規定にかかわらず、サテライ

ト型特定施設の生活相談員、機能訓練指

導員又は計画作成担当者については、次

に掲げる本体施設の場合には、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

職員により当該サテライト型特定施設

の入居者の処遇が適切に行われると認

められるときは、これを置かないことが

できる。 

(1) 介護老人保健施設 支援相談員、理

学療法士、作業療法士若しくは言語聴

覚士又は介護支援専門員 

(1) 介護老人保健施設 支援相談員、理

学療法士若しくは作業療法士又は介

護支援専門員 

(2) （略） 

(3) 介護医療院 介護支援専門員 

(2) （略） 

 

８ （略） ８ （略） 

９ 指定地域密着型特定施設に指定小規

模多機能型居宅介護事業所又は指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所が併

設されている場合においては、当該指定

地域密着型特定施設の員数を満たす従

業者を置くほか、第１２１条に定める指

定小規模多機能型居宅介護事業者の人

員に関する基準を満たす小規模多機能

型居宅介護従業者を置いているとき又

は第２３３条に定める指定看護小規模

９ 指定地域密着型特定施設に指定小規

模多機能型居宅介護事業所又は指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所が併

設されている場合においては、当該指定

地域密着型特定施設の員数を満たす従

業者を置くほか、第１１９条に定める指

定小規模多機能型居宅介護事業者の人

員に関する基準を満たす小規模多機能

型居宅介護従業者を置いているとき又

は第２３０条に定める指定看護小規模



多機能型居宅介護事業所の人員に関す

る基準を満たす看護小規模多機能型居

宅介護従業者を置いているときは、当該

指定地域密着型特定施設の従業者は、当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所

又は指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所の職務に従事することができる。 

多機能型居宅介護事業所の人員に関す

る基準を満たす看護小規模多機能型居

宅介護従業者を置いているときは、当該

指定地域密着型特定施設の従業者は、当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所

又は指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所の職務に従事することができる。 

１０ （略） １０ （略） 

  

第１７０条 （略） 第１６８条 （略） 

  

第１７１条 （略） 第１６９条 （略） 

  

（内容及び手続の説明及び契約の締結

等） 

（内容及び手続の説明及び契約の締結

等） 

第１７２条 指定地域密着型特定施設入

居者生活介護事業者は、あらかじめ、入

居申込者又はその家族に対し、第１８４

条の重要事項に関する規程の概要、従業

者の勤務の体制、利用料の額及びその改

定の方法その他の入居申込者のサービ

スの選択に資すると認められる重要事

項を記した文書を交付して説明を行い、

入居及び指定地域密着型特定施設入居

者生活介護の提供に関する契約を文書

により締結しなければならない。 

第１７０条 指定地域密着型特定施設入

居者生活介護事業者は、あらかじめ、入

居申込者又はその家族に対し、第１８２

条の重要事項に関する規程の概要、従業

者の勤務の体制、利用料の額及びその改

定の方法その他の入居申込者のサービ

スの選択に資すると認められる重要事

項を記した文書を交付して説明を行い、

入居及び指定地域密着型特定施設入居

者生活介護の提供に関する契約を文書

により締結しなければならない。 

２から４まで （略） ２から４まで （略） 

  

第１７３条 （略） 第１７１条 （略） 

  

第１７４条 （略） 第１７２条 （略） 

  



第１７５条 （略） 第１７３条 （略） 

  

第１７６条 （略） 第１７４条 （略） 

  

（指定地域密着型特定施設入居者生活

介護の取扱方針） 

（指定地域密着型特定施設入居者生活

介護の取扱方針） 

第１７７条 （略） 第１７５条 （略） 

２から５まで （略） ２から５まで （略） 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活

介護事業者は、身体的拘束等の適正化を

図るために、次に掲げる措置を講じなけ

ればならない。 

 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対

策を検討する委員会を３月に１回以

上開催するとともに、その結果につい

て、介護職員その他の従業者に周知徹

底を図ること。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指

針を整備すること。 

(3) 介護職員その他の従業者に対し、身

体的拘束等の適正化のための研修を

定期的に実施すること。 

 

７ （略） ６ （略） 

  

（地域密着型特定施設サービス計画の

作成） 

（地域密着型特定施設サービス計画の

作成） 

第１７８条 指定地域密着型特定施設の

管理者は、計画作成担当者（第１６９条

第１項第４号の計画作成担当者をいう。

以下この条において同じ。）に地域密着

型特定施設サービス計画の作成に関す

る業務を担当させるものとする。 

第１７６条 指定地域密着型特定施設の

管理者は、計画作成担当者（第１６７条

第１項第４号の計画作成担当者をいう。

以下この条において同じ。）に地域密着

型特定施設サービス計画の作成に関す

る業務を担当させるものとする。 



２から７まで （略） ２から７まで （略） 

  

第１７９条 （略） 第１７７条 （略） 

  

第１８０条 （略） 第１７８条 （略） 

  

第１８１条 （略） 第１７９条 （略） 

  

第１８２条 （略） 第１８０条 （略） 

  

第１８３条 （略） 第１８１条 （略） 

  

第１８４条 （略） 第１８２条 （略） 

  

第１８５条 （略） 第１８３条 （略） 

  

第１８６条 （略） 第１８４条 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第１８７条 （略） 第１８５条 （略） 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活

介護事業者は、利用者に対する指定地域

密着型特定施設入居者生活介護の提供

に関する次の各号に掲げる記録を整備

し、その完結の日から２年間保存しなけ

ればならない。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活

介護事業者は、利用者に対する指定地域

密着型特定施設入居者生活介護の提供

に関する次の各号に掲げる記録を整備

し、その完結の日から２年間保存しなけ

ればならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第１７５条第２項に規定する提供

した具体的なサービスの内容等の記

録 

(2) 第１７３条第２項に規定する提供

した具体的なサービスの内容等の記

録 

(3) 第１７７条第５項に規定する身体 (3) 第１７５条第５項に規定する身体



的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 

的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 

(4) 第１８５条第３項に規定する結果

等の記録 

(4) 第１８３条第３項に規定する結果

等の記録 

(5)から(7)まで （略） (5)から(7)まで （略） 

(8) 次条において準用する第１４６条

第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

(8) 次条において準用する第１４２条

第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

  

（準用） （準用） 

第１８８条 第１２条、第１３条、第２

２条、第２８条、第３４条から第３８条

まで、第４０条、第４１条、第６９条、

第７３条、第７４条、第７５条第１項か

ら第４項まで及び第１３８条の規定は、

指定地域密着型特定施設入居者生活介

護の事業について準用する。この場合に

おいて、第３４条中「定期巡回・随時対

応型介護看護従業者」とあるのは「地域

密着型特定施設従業者」と、第６９条第

２項中「この節」とあるのは「第８章第

４節」と、第７５条第１項中「地域密着

型通所介護について知見を有する者」と

あるのは「地域密着型特定施設入居者生

活介護について知見を有する者」と、「６

月」とあるのは「２月」と読み替えるも

のとする。 

第１８６条 第１２条、第１３条、第２

２条、第２８条、第３４条から第３８条

まで、第４０条、第４１条、第６９条、

第７３条、第７４条、第７５条第１項か

ら第４項まで及び第１３６条の規定は、

指定地域密着型特定施設入居者生活介

護の事業について準用する。この場合に

おいて、第３４条中「定期巡回・随時対

応型介護看護従業者」とあるのは「地域

密着型特定施設従業者」と、第６９条第

２項中「この節」とあるのは「第８章第

４節」と、第７５条第１項中「地域密着

型通所介護について知見を有する者」と

あるのは「地域密着型特定施設入居者生

活介護について知見を有する者」と、「６

月」とあるのは「２月」と読み替えるも

のとする。 

  

第１８９条 （略） 第１８７条 （略） 

  

（従業者の員数） （従業者の員数） 



第１９０条 （略） 第１８８条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設の

従業者は、専ら当該指定地域密着型介護

老人福祉施設の職務に従事する者でな

ければならない。ただし、指定地域密着

型介護老人福祉施設（ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設（第２１９条

に規定するユニット型指定地域密着型

介護老人福祉施設をいう。以下この項に

おいて同じ。）を除く。以下この項にお

いて同じ。）にユニット型指定介護老人

福祉施設（指定介護老人福祉施設の人

員、設備及び運営に関する基準（平成１

１年厚生省令第３９号。以下「指定介護

老人福祉施設基準」という。）第３８条

に規定するユニット型指定介護老人福

祉施設をいう。以下この項において同

じ。）を併設する場合の指定地域密着型

介護老人福祉施設及びユニット型指定

介護老人福祉施設の介護職員及び看護

職員（指定介護老人福祉施設基準第４７

条第２項の規定に基づき配置される看

護職員に限る。）又は指定地域密着型介

護老人福祉施設にユニット型指定地域

密着型介護老人福祉施設を併設する場

合の指定地域密着型介護老人福祉施設

及びユニット型指定地域密着型介護老

人福祉施設の看護職員（第２２９条第２

項の規定に基づき配置される看護職員

に限る。）及び介護職員を除き、入所者

の処遇に支障がない場合は、この限りで

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設の

従業者は、専ら当該指定地域密着型介護

老人福祉施設の職務に従事する者でな

ければならない。ただし、指定地域密着

型介護老人福祉施設（ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設（第２１６条

に規定するユニット型指定地域密着型

介護老人福祉施設をいう。以下この項に

おいて同じ。）を除く。以下この条にお

いて同じ。）及びユニット型指定介護老

人福祉施設（指定介護老人福祉施設の人

員、設備及び運営に関する基準（平成１

１年厚生労働省令第３９号）第３８条に

規定するユニット型指定介護老人福祉

施設をいう。）を併設する場合又は指定

地域密着型介護老人福祉施設及びユニ

ット型指定地域密着型介護老人福祉施

設を併設する場合の看護職員（第２２６

条第２項の規定に基づき配置される看

護職員に限る。）及び介護職員を除き、

入所者の処遇に支障がない場合は、この

限りでない。 



ない。 

４ 第１項第１号の規定にかかわらず、

サテライト型居住施設（当該施設を設置

しようとする者により設置される当該

施設以外の指定介護老人福祉施設、指定

地域密着型介護老人福祉施設（サテライ

ト型居住施設である指定地域密着型介

護老人福祉施設を除く。第８項第１号及

び第１７項、第１９２条第１項第６号並

びに第２２２条第１項第３号において

同じ。）、介護老人保健施設、介護医療

院又は病院若しくは診療所であって当

該施設に対する支援機能を有するもの

（以下この章において「本体施設」とい

う。）との密接な連携を確保しつつ、本

体施設とは別の場所で運営される指定

地域密着型介護老人福祉施設をいう。以

下同じ。）の医師については、本体施設

の医師により当該サテライト型居住施

設の入所者の健康管理が適切に行われ

ると認められるときは、これを置かない

ことができる。 

４ 第１項第１号の規定にかかわらず、

サテライト型居住施設（当該施設を設置

しようとする者により設置される当該

施設以外の指定介護老人福祉施設、指定

地域密着型介護老人福祉施設（サテライ

ト型居住施設である指定地域密着型介

護老人福祉施設を除く。第８項第１号及

び第１７項、第１９０条第１項第６号並

びに第２１９条第１項第３号において

同じ。）、介護老人保健施設又は病院若

しくは診療所であって当該施設に対す

る支援機能を有するもの（以下この章に

おいて「本体施設」という。）との密接

な連携を確保しつつ、本体施設とは別の

場所で運営される指定地域密着型介護

老人福祉施設をいう。以下同じ。）の医

師については、本体施設の医師により当

該サテライト型居住施設の入所者の健

康管理が適切に行われると認められる

ときは、これを置かないことができる。 

５から７まで （略） ５から７まで （略） 

８ 第１項第２号及び第４号から第６号

までの規定にかかわらず、サテライト型

居住施設の生活相談員、栄養士、機能訓

練指導員又は介護支援専門員について

は、次に掲げる本体施設の場合には、次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める職員により当該サテライト型居

住施設の入所者の処遇が適切に行われ

ると認められるときは、これを置かない

８ 第１項第２号及び第４号から第６号

までの規定にかかわらず、サテライト型

居住施設の生活相談員、栄養士、機能訓

練指導員又は介護支援専門員について

は、次に掲げる本体施設の場合には、次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める職員により当該サテライト型居

住施設の入所者の処遇が適切に行われ

ると認められるときは、これを置かない



ことができる。 ことができる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 介護老人保健施設 支援相談員、栄

養士、理学療法士、作業療法士若しく

は言語聴覚士又は介護支援専門員 

(2) 介護老人保健施設 支援相談員、栄

養士、理学療法士若しくは作業療法士

又は介護支援専門員 

(3) （略） (3) （略） 

(4) 介護医療院 栄養士又は介護支援

専門員 

(4) 指定介護療養型医療施設 介護支

援専門員 

９から１５まで （略） ９から１５まで （略） 

１６ 指定地域密着型介護老人福祉施設

に指定小規模多機能型居宅介護事業所、

指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所又は指定地域密着型介護予防サービ

ス基準第４４条第１項に規定する指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所（以下「指定小規模多機能型居宅介護

事業所等」という。）が併設される場合

においては、当該指定地域密着型介護老

人福祉施設が前各項に定める人員に関

する基準を満たす従業者を置くほか、当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所

等に第１２１条若しくは第２３３条又

は指定地域密着型介護予防サービス基

準第４４条に定める人員に関する基準

を満たす従業者が置かれているときは、

当該指定地域密着型介護老人福祉施設

の従業者は、当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所等の職務に従事すること

ができる。 

１６ 指定地域密着型介護老人福祉施設

に指定小規模多機能型居宅介護事業所、

指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所又は指定地域密着型介護予防サービ

ス基準第４４条第１項に規定する指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所（以下「指定小規模多機能型居宅介護

事業所等」という。）が併設される場合

においては、当該指定地域密着型介護老

人福祉施設が前各項に定める人員に関

する基準を満たす従業者を置くほか、当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所

等に第１１９条若しくは第２３０条又

は指定地域密着型介護予防サービス基

準第４４条に定める人員に関する基準

を満たす従業者が置かれているときは、

当該指定地域密着型介護老人福祉施設

の従業者は、当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所等の職務に従事すること

ができる。 

１７ （略） １７ （略） 

  

第１９１条 （略） 第１８９条 （略） 



  

第１９２条 （略） 第１９０条 （略） 

  

（サービス提供困難時の対応） （サービス提供困難時の対応） 

第１９３条 指定地域密着型介護老人福

祉施設は、入所申込者が入院治療を必要

とする場合その他入所申込者に対し自

ら適切な便宜を提供することが困難で

ある場合は、適切な病院若しくは診療所

又は介護老人保健施設若しくは介護医

療院を紹介する等の適切な措置を速や

かに講じなければならない。 

第１９１条 指定地域密着型介護老人福

祉施設は、入所申込者が入院治療を必要

とする場合その他入所申込者に対し自

ら適切な便宜を提供することが困難で

ある場合は、適切な病院若しくは診療所

又は介護老人保健施設を紹介する等の

適切な措置を速やかに講じなければな

らない。 

  

第１９４条 （略） 第１９２条 （略） 

  

第１９５条 （略） 第１９３条 （略） 

  

（利用料等の受領） （利用料等の受領） 

第１９６条 指定地域密着型介護老人福

祉施設は、法定代理受領サービスに該当

する指定地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護を提供した際には、入所

者から利用料の一部として、当該指定地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護に係る地域密着型介護サービス費

用基準額（介護保険法施行法（平成９年

法律第１２４号。以下「施行法」という。）

第１３条第３項に規定する要介護旧措

置入所者にあっては、当該指定地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護に

ついて同項に規定する厚生労働大臣が

定める基準により算定した費用の額（そ

第１９４条 指定地域密着型介護老人福

祉施設は、法定代理受領サービスに該当

する指定地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護を提供した際には、入所

者から利用料の一部として、当該指定地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護に係る地域密着型介護サービス費

用基準額（介護保険法施行法（平成９年

法律第１２４号。以下「施行法」という。）

第１３条第３項に規定する要介護旧措

置入所者にあっては、当該指定地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護に

ついて同項に規定する厚生労働大臣が

定める基準により算定した費用の額（そ



の額が現に当該指定地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護に要した費

用の額を超えるときは、当該現に指定地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護に要した費用の額とする。）とする。

次項並びに第２２３条第１項及び第２

項において同じ。）から当該指定地域密

着型介護老人福祉施設に支払われる地

域密着型介護サービス費の額を控除し

て得た額の支払を受けるものとする。 

の額が現に当該指定地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護に要した費

用の額を超えるときは、当該現に指定地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護に要した費用の額とする。）とする。

次項並びに第２２０条第１項及び第２

項において同じ。）から当該指定地域密

着型介護老人福祉施設に支払われる地

域密着型介護サービス費の額を控除し

て得た額の支払を受けるものとする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設

は、前２項の支払を受ける額のほか、次

に掲げる費用の額の支払を受けること

ができる。 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設

は、前２項の支払を受ける額のほか、次

に掲げる費用の額の支払を受けること

ができる。 

(1) 食事の提供に要する費用（法第５１

条の３第１項の規定により特定入所

者介護サービス費が入所者に支給さ

れた場合は、同条第２項第１号に規定

する食費の基準費用額（特定要介護旧

措置入所者（施行法第１３条第５項に

規定する特定要介護旧措置入所者を

いう。以下同じ。）にあっては、同項

第１号に規定する食費の特定基準費

用額。第２２３条第３項第１号におい

て同じ。）（法第５１条の３第４項の

規定により当該特定入所者介護サー

ビス費が入所者に代わり当該指定地

域密着型介護老人福祉施設に支払わ

れた場合は、同条第２項第１号に規定

する食費の負担限度額（特定要介護旧

措置入所者にあっては、施行法第１３

(1) 食事の提供に要する費用（法第５１

条の３第１項の規定により特定入所

者介護サービス費が入所者に支給さ

れた場合は、同条第２項第１号に規定

する食費の基準費用額（特定要介護旧

措置入所者（施行法第１３条第５項に

規定する特定要介護旧措置入所者を

いう。以下同じ。）にあっては、同項

第１号に規定する食費の特定基準費

用額。第２２０条第３項第１号におい

て同じ。）（法第５１条の３第４項の

規定により当該特定入所者介護サー

ビス費が入所者に代わり当該指定地

域密着型介護老人福祉施設に支払わ

れた場合は、同条第２項第１号に規定

する食費の負担限度額（特定要介護旧

措置入所者にあっては、施行法第１３



条第５項第１号に規定する食費の特

定負担限度額。第２２３条第３項第１

号において同じ。））を限度とする。） 

条第５項第１号に規定する食費の特

定負担限度額。第２２０条第３項第１

号において同じ。））を限度とする。） 

(2) 居住に要する費用（法第５１条の３

第１項の規定により特定入所者介護

サービス費が入所者に支給された場

合は、同条第２項第２号に規定する居

住費の基準費用額（特定要介護旧措置

入所者にあっては、施行法第１３条第

５項第２号に規定する居住費の特定

基準費用額。第２２３条第３項第２号

において同じ。）（法第５１条の３第

４項の規定により当該特定入所者介

護サービス費が入所者に代わり当該

指定地域密着型介護老人福祉施設に

支払われた場合は、同条第２項第２号

に規定する居住費の負担限度額（特定

要介護旧措置入所者にあっては、施行

法第１３条第５項第２号に規定する

居住費の特定負担限度額。第２２３条

第３項第２号において同じ。））を限

度とする。） 

(2) 居住に要する費用（法第５１条の３

第１項の規定により特定入所者介護

サービス費が入所者に支給された場

合は、同条第２項第２号に規定する居

住費の基準費用額（特定要介護旧措置

入所者にあっては、施行法第１３条第

５項第２号に規定する居住費の特定

基準費用額。第２２０条第３項第２号

において同じ。）（法第５１条の３第

４項の規定により当該特定入所者介

護サービス費が入所者に代わり当該

指定地域密着型介護老人福祉施設に

支払われた場合は、同条第２項第２号

に規定する居住費の負担限度額（特定

要介護旧措置入所者にあっては、施行

法第１３条第５項第２号に規定する

居住費の特定負担限度額。第２２０条

第３項第２号において同じ。））を限

度とする。） 

(3)から(6)まで （略） (3)から(6)まで （略） 

４及び５ （略） ４及び５ （略） 

  

（指定地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護の取扱方針） 

（指定地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護の取扱方針） 

第１９７条 （略） 第１９５条 （略） 

２から５まで （略） ２から５まで （略） 

６ 指定地域密着型介護老人福祉施設

は、身体的拘束等の適正化を図るため

に、次に掲げる措置を講じなければなら

 



ない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対

策を検討する委員会を３月に１回以

上開催するとともに、その結果につい

て、介護職員その他の従業者に周知徹

底を図ること。 

 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指

針を整備すること。 

 

(3) 介護職員その他の従業者に対し、身

体的拘束等の適正化のための研修を

定期的に実施すること。 

 

７ （略） ６ （略） 

  

第１９８条 （略） 第１９６条 （略） 

  

第１９９条 （略） 第１９７条 （略） 

  

第２００条 （略） 第１９８条 （略） 

  

第２０１条 （略） 第１９９条 （略） 

  

第２０２条 （略） 第２００条 （略） 

  

第２０３条 （略） 第２０１条 （略） 

  

第２０４条 （略） 第２０２条 （略） 

  

第２０５条 （略） 第２０３条 （略） 

  

 （緊急時等の対応）  

第２０６条 指定地域密着型介護老人福

祉施設は、現に指定地域密着型介護老人

 



福祉施設入所者生活介護の提供を行っ

ているときに入所者の病状の急変が生

じた場合その他必要な場合のため、あら

かじめ、第１９０条第１項第１号に掲げ

る医師との連携方法その他の緊急時に

おける対応方法を定めておかなければ

ならない。 

  

第２０７条 （略） 第２０４条 （略） 

  

（計画担当介護支援専門員の責務） （計画担当介護支援専門員の責務） 

第２０８条 計画担当介護支援専門員

は、第１９８条に規定する業務のほか、

次に掲げる業務を行うものとする。 

第２０５条 計画担当介護支援専門員

は、第１９６条に規定する業務のほか、

次に掲げる業務を行うものとする。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

(5) 第１９７条第５項に規定する身体

的拘束等の態様及び時間、その際の入

所者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由を記録すること。 

(5) 第１９５条第５項に規定する身体

的拘束等の態様及び時間、その際の入

所者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由を記録すること。 

(6) 第２１８条において準用する第３

８条第２項に規定する苦情の内容等

を記録すること。 

(6) 第２１５条において準用する第３

８条第２項に規定する苦情の内容等

を記録すること。 

(7) 第２１６条第３項に規定する事故

の状況及び事故に際して採った処置

について記録すること。 

(7) 第２１３条第３項に規定する事故

の状況及び事故に際して採った処置

について記録すること。 

  

（運営規程） （運営規程） 

第２０９条 指定地域密着型介護老人福

祉施設は、次に掲げる施設の運営につい

ての重要事項に関する規程を定めてお

かなければならない。 

第２０６条 指定地域密着型介護老人福

祉施設は、次に掲げる施設の運営につい

ての重要事項に関する規程を定めてお

かなければならない。 

(1)から(5)まで （略） (1)から(5)まで （略） 



(6) 緊急時における対応方法  

(7) （略） (6) （略） 

(8) （略） (7) （略） 

  

第２１０条 （略） 第２０７条 （略） 

  

第２１１条 （略） 第２０８条 （略） 

  

第２１２条 （略） 第２０９条 （略） 

  

第２１３条 （略） 第２１０条 （略） 

  

第２１４条 （略） 第２１１条 （略） 

  

第２１５条 （略） 第２１２条 （略） 

  

第２１６条 （略） 第２１３条 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第２１７条 （略） 第２１４条 （略） 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設

は、入所者に対する指定地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護の提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備し、

その完結の日から２年間保存しなけれ

ばならない。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設

は、入所者に対する指定地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護の提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備し、

その完結の日から２年間保存しなけれ

ばならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第１９５条第２項に規定する提供

した具体的なサービスの内容等の記

録 

(2) 第１９３条第２項に規定する提供

した具体的なサービスの内容等の記

録 

(3) 第１９７条第５項に規定する身体

的拘束等の態様及び時間、その際の入

(3) 第１９５条第５項に規定する身体

的拘束等の態様及び時間、その際の入



所者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 

所者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 

(4)から(6)まで （略） (4)から(6)まで （略） 

(7) 次条において準用する第１４６条

第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

(7) 次条において準用する第１４２条

第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

  

（準用） （準用） 

第２１８条 第９条、第１０条、第１２

条、第１３条、第２２条、第２８条、第

３４条、第３６条、第３８条、第４１条、

第６９条、第７３条及び第７５条第１項

から第４項までの規定は、指定地域密着

型介護老人福祉施設について準用する。

この場合において、第９条第１項中「第

３１条に規定する運営規程」とあるのは

「第２０９条に規定する重要事項に関

する規程」と、「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「従業

者」と、第１３条第１項中「指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供の開

始に際し、」とあるのは「入所の際に」

と、同条第２項中「指定居宅介護支援が

利用者に対して行われていない等の場

合であって必要と認めるときは、要介護

認定」とあるのは「要介護認定」と、第

３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者」とあるのは「従業者」と、

第６９条第２項中「この節」とあるのは

「第９章第４節」と、第７５条第１項中

「地域密着型通所介護について知見を

有する者」とあるのは「地域密着型介護

第２１５条 第９条、第１０条、第１２

条、第１３条、第２２条、第２８条、第

３４条、第３６条、第３８条、第４１条、

第６９条、第７３条及び第７５条第１項

から第４項までの規定は、指定地域密着

型介護老人福祉施設について準用する。

この場合において、第９条第１項中「第

３１条に規定する運営規程」とあるのは

「第２０６条に規定する重要事項に関

する規程」と、「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「従業

者」と、第１３条第１項中「指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供の開

始に際し、」とあるのは「入所の際に」

と、同条第２項中「指定居宅介護支援が

利用者に対して行われていない等の場

合であって必要と認めるときは、要介護

認定」とあるのは「要介護認定」と、第

３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者」とあるのは「従業者」と、

第６９条第２項中「この節」とあるのは

「第９章第４節」と、第７５条第１項中

「地域密着型通所介護について知見を

有する者」とあるのは「地域密着型介護



老人福祉施設入所者生活介護について

知見を有する者」と、「６月」とあるの

は「２月」と読み替えるものとする。 

老人福祉施設入所者生活介護について

知見を有する者」と、「６月」とあるの

は「２月」と読み替えるものとする。 

  

第２１９条 （略） 第２１６条 （略） 

  

第２２０条 （略） 第２１７条 （略） 

  

第２２１条 （略） 第２１８条 （略） 

  

第２２２条 （略） 第２１９条 （略） 

  

第２２３条 （略） 第２２０条 （略） 

  

（指定地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護の取扱方針） 

（指定地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護の取扱方針） 

第２２４条 （略） 第２２１条 （略） 

２から７まで （略） ２から７まで （略） 

８ ユニット型指定地域密着型介護老人

福祉施設は、身体的拘束等の適正化を図

るために、次に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。 

 

 (1) 身体的拘束等の適正化のための対

策を検討する委員会を３月に１回以

上開催するとともに、その結果につい

て、介護職員その他の従業者に周知徹

底を図ること。 

 

 (2) 身体的拘束等の適正化のための指

針を整備すること。 

 

 (3) 介護職員その他の従業者に対し、身

体的拘束等の適正化のための研修を

定期的に実施すること。 

 



９ （略） ８ （略） 

  

第２２５条 （略） 第２２２条 （略） 

  

第２２６条 （略） 第２２３条 （略） 

  

第２２７条 （略） 第２２４条 （略） 

  

（運営規程） （運営規程） 

第２２８条 ユニット型指定地域密着型

介護老人福祉施設は、次に掲げる施設の

運営についての重要事項に関する規程

を定めておかなければならない。 

第２２５条 ユニット型指定地域密着型

介護老人福祉施設は、次に掲げる施設の

運営についての重要事項に関する規程

を定めておかなければならない。 

(1)から(6)まで （略） (1)から(6)まで （略） 

(7) 緊急時における対応方法  

(8) （略） (7) （略） 

(9) （略） (8) （略） 

  

第２２９条 （略） 第２２６条 （略） 

  

第２３０条 （略） 第２２７条 （略） 

  

（準用） （準用） 

第２３１条 第９条、第１０条、第１２

条、第１３条、第２２条、第２８条、第

３４条、第３６条、第３８条、第４１条、

第６９条、第７３条、第７５条第１項か

ら第４項まで、第１９３条から第１９５

条まで、第１９８条、第２０１条、第２

０３条から第２０８条まで及び第２１

２条から第２１７条までの規定は、ユニ

ット型指定地域密着型介護老人福祉施

第２２８条 第９条、第１０条、第１２

条、第１３条、第２２条、第２８条、第

３４条、第３６条、第３８条、第４１条、

第６９条、第７３条、第７５条第１項か

ら第４項まで、第１９１条から第１９３

条まで、第１９６条、第１９９条、第２

０１条から第２０５条まで及び第２０

９条から第２１４条までの規定は、ユニ

ット型指定地域密着型介護老人福祉施



設について準用する。この場合におい

て、第９条第１項中「第３１条に規定す

る運営規程」とあるのは「第２２８条に

規定する重要事項に関する規程」と、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「従業者」と、第１３条

第１項中「指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供の開始に際し、」とあ

るのは「入居の際に」と、同条第２項中

「指定居宅介護支援が利用者に対して

行われていない等の場合であって必要

と認めるときは、要介護認定」とあるの

は「要介護認定」と、第３４条中「定期

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「従業者」と、第６９条第２

項中「この節」とあるのは「第９章第５

節」と、第７５条第１項中「地域密着型

通所介護について知見を有する者」とあ

るのは「地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護について知見を有する者」

と、「６月」とあるのは「２月」と、第

２０８条中「第１９８条」とあるのは「第

２３１条において準用する第１９８条」

と、同条第５号中「第１９７条第５項」

とあるのは「第２２４条第７項」と、同

条第６号中「第２１８条」とあるのは「第

２３１条」と、同条第７号中「第２１６

条第３項」とあるのは「第２３１条にお

いて準用する第２１６条第３項」と、第

２１７条第２項第２号中「第１９５条第

２項」とあるのは「第２３１条において

準用する第１９５条第２項」と、同項第

設について準用する。この場合におい

て、第９条第１項中「第３１条に規定す

る運営規程」とあるのは「第２２５条に

規定する重要事項に関する規程」と、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「従業者」と、第１３条

第１項中「指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供の開始に際し、」とあ

るのは「入居の際に」と、同条第２項中

「指定居宅介護支援が利用者に対して

行われていない等の場合であって必要

と認めるときは、要介護認定」とあるの

は「要介護認定」と、第３４条中「定期

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「従業者」と、第６９条第２

項中「この節」とあるのは「第９章第５

節」と、第７５条第１項中「地域密着型

通所介護について知見を有する者」とあ

るのは「地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護について知見を有する者」

と、「６月」とあるのは「２月」と、第

２０５条中「第１９６条」とあるのは「第

２２８条において準用する第１９６条」

と、同条第５号中「第１９５条第５項」

とあるのは「第２２１条第７項」と、同

条第６号中「第２１５条」とあるのは「第

２２８条」と、同条第７号中「第２１３

条第３項」とあるのは「第２２８条にお

いて準用する第２１３条第３項」と、第

２１４条第２項第２号中「第１９３条第

２項」とあるのは「第２２８条において

準用する第１９３条第２項」と、同項第



３号中「第１９７条第５項」とあるのは

「第２２４条第７項」と、同項第４号及

び第５号中「次条」とあるのは「第２３

１条」と、同項第６号中「前条第３項」

とあるのは「第２３１条において準用す

る前条第３項」と読み替えるものとす

る。 

３号中「第１９５条第５項」とあるのは

「第２２１条第７項」と、同項第４号及

び第５号中「次条」とあるのは「第２２

８条」と、同項第６号中「前条第３項」

とあるのは「第２２８条において準用す

る前条第３項」と読み替えるものとす

る。 

  

（基本方針） （基本方針） 

第２３２条 指定地域密着型サービスに

該当する複合型サービス（施行規則第１

７条の１０に規定する看護小規模多機

能型居宅介護に限る。以下この章におい

て「指定看護小規模多機能型居宅介護」

という。）の事業は、指定居宅サービス

等基準第５９条に規定する訪問看護の

基本方針及び第１２０条に規定する小

規模多機能型居宅介護の基本方針を踏

まえて行うものでなければならない。 

第２２９条 指定地域密着型サービスに

該当する複合型サービス（施行規則第１

７条の１０に規定する看護小規模多機

能型居宅介護に限る。以下この章におい

て「指定看護小規模多機能型居宅介護」

という。）の事業は、指定居宅サービス

等基準第５９条に規定する訪問看護の

基本方針及び第１１８条に規定する小

規模多機能型居宅介護の基本方針を踏

まえて行うものでなければならない。 

  

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第２３３条 指定看護小規模多機能型居

宅介護の事業を行う者（以下「指定看護

小規模多機能型居宅介護事業者」とい

う。）が当該事業を行う事業所（以下「指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所」

という。）ごとに置くべき指定看護小規

模多機能型居宅介護の提供に当たる従

業者（以下「看護小規模多機能型居宅介

護従業者」という。）の員数は、夜間及

び深夜の時間帯以外の時間帯に指定看

護小規模多機能型居宅介護の提供に当

第２３０条 指定看護小規模多機能型居

宅介護の事業を行う者（以下「指定看護

小規模多機能型居宅介護事業者」とい

う。）が当該事業を行う事業所（以下「指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所」

という。）ごとに置くべき指定看護小規

模多機能型居宅介護の提供に当たる従

業者（以下「看護小規模多機能型居宅介

護従業者」という。）の員数は、夜間及

び深夜の時間帯以外の時間帯に指定看

護小規模多機能型居宅介護の提供に当



たる看護小規模多機能型居宅介護従業

者については、常勤換算方法で、通いサ

ービス（登録者（指定看護小規模多機能

型居宅介護を利用するために指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所に登録

を受けた者をいう。以下同じ。）を指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所に

通わせて行う指定看護小規模多機能型

居宅介護事業をいう。以下同じ。）の提

供に当たる者をその利用者の数が３又

はその端数を増すごとに１以上及び訪

問サービス（看護小規模多機能型居宅介

護従業者が登録者の居宅を訪問し、当該

居宅において行う看護小規模多機能型

居宅介護（第１２１条第７項に規定する

本体事業所である指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所にあっては当該本

体事業所に係るサテライト型指定小規

模多機能型居宅介護事業所及び指定地

域密着型介護予防サービス基準第４４

条第７項に規定するサテライト型指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所（第６項において「サテライト型指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所」という。）の登録者、第８項に規定

する本体事業所である指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所にあっては、当

該本体事業所に係る同項に規定するサ

テライト型指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所の登録者並びに同項に規

定するサテライト型指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所にあっては、当該

たる看護小規模多機能型居宅介護従業

者については、常勤換算方法で、通いサ

ービス（登録者（指定看護小規模多機能

型居宅介護を利用するために指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所に登録

を受けた者をいう。以下同じ。）を指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所に

通わせて行う指定看護小規模多機能型

居宅介護事業をいう。以下同じ。）の提

供に当たる者をその利用者の数が３又

はその端数を増すごとに１以上及び訪

問サービス（看護小規模多機能型居宅介

護従業者が登録者の居宅を訪問し、当該

居宅において行う看護小規模多機能型

居宅介護（本体事業所である指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所にあって

は当該本体事業所に係るサテライト型

指定小規模多機能型居宅介護事業所又

はサテライト型指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所の登録者の居宅

において行う指定看護小規模多機能型

居宅介護を含む。）をいう。以下この章

において同じ。）の提供に当たる者を２

以上とし、夜間及び深夜の時間帯を通じ

て指定看護小規模多機能型居宅介護の

提供に当たる看護小規模多機能型居宅

介護従業者については、夜間及び深夜の

勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる

勤務（宿直勤務を除く。）をいう。第６

項において同じ。）に当たる者を１以上

及び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤

務に必要な数以上とする。 



サテライト型指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所に係る同項に規定する

本体事業所、当該本体事業所に係る他の

同項に規定するサテライト型指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所及び当

該本体事業者に係る第１２１条第７項

に規定するサテライト型指定小規模多

機能型居宅介護事業所の登録者の居宅

において行う指定看護小規模多機能型

居宅介護を含む。）をいう。以下この章

において同じ。）の提供に当たる者を２

以上とし、夜間及び深夜の時間帯を通じ

て指定看護小規模多機能型居宅介護の

提供に当たる看護小規模多機能型居宅

介護従業者については、夜間及び深夜の

勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる

勤務（宿直勤務を除く。）をいう。第６

項において同じ。）に当たる者を１以上

及び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤

務に必要な数以上とする。 

２から５まで （略） ２から５まで （略） 

６ 宿泊サービス（登録者を指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所に宿泊さ

せて行う指定看護小規模多機能型居宅

介護（第１２１条第７項に規定する本体

事業所である指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所にあっては、当該本体事

業所に係るサテライト型指定小規模多

機能型居宅介護事業所又はサテライト

型指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業所の登録者の心身の状況を勘案

し、その処遇に支障がない場合に、当該

６ 宿泊サービス（登録者を指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所に宿泊さ

せて行う指定看護小規模多機能型居宅

介護（本体事業所である指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所にあっては、当

該本体事業所に係るサテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所又はサ

テライト型指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所の登録者の心身の状

況を勘案し、その処遇に支障がない場合

に、当該登録者を当該本体事業所に宿泊



登録者を当該本体事業所に宿泊させて

行う指定看護小規模多機能型居宅介護

及び第８項に規定する本体事業所であ

る指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所にあっては、当該本体事業所に係る

同項に規定するサテライト型指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所の登録

者の心身の状況を勘案し、その処遇に支

障がない場合に、当該登録者を当該本体

事業所に宿泊させて行う指定看護小規

模多機能型居宅介護を含む。）をいう。

以下同じ。）の利用者がいない場合であ

って、夜間及び深夜の時間帯を通じて利

用者に対して訪問サービスを提供する

ために必要な連絡体制を整備している

ときは、第１項の規定にかかわらず、夜

間及び深夜の時間帯を通じて夜間及び

深夜の勤務並びに宿直勤務に当たる看

護小規模多機能型居宅介護従業者を置

かないことができる。 

させて行う指定看護小規模多機能型居

宅介護を含む。）をいう。以下同じ。）

の利用者がいない場合であって、夜間及

び深夜の時間帯を通じて利用者に対し

て訪問サービスを提供するために必要

な連絡体制を整備しているときは、第１

項の規定にかかわらず、夜間及び深夜の

時間帯を通じて夜間及び深夜の勤務並

びに宿直勤務に当たる看護小規模多機

能型居宅介護従業者を置かないことが

できる。 

７ 指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所に次の各号のいずれかに掲げる施

設等が併設されている場合において、前

各項に定める人員に関する基準を満た

す看護小規模多機能型居宅介護従業者

を置くほか、当該各号に掲げる施設等の

人員に関する基準を満たす従業者を置

いているときは、当該看護小規模多機能

型居宅介護従業者は、当該各号に掲げる

施設等の職務に従事することができる。 

７ 指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所に次の各号のいずれかに掲げる施

設等が併設されている場合において、前

各項に定める人員に関する基準を満た

す看護小規模多機能型居宅介護従業者

を置くほか、当該各号に掲げる施設等の

人員に関する基準を満たす従業者を置

いているときは、当該看護小規模多機能

型居宅介護従業者は、当該各号に掲げる

施設等の職務に従事することができる。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

(5) 介護医療院  



８ 第１項の規定にかかわらず、サテラ

イト型指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所（利用者又はその家族等から電

話等により看護に関する意見を求めら

れた場合に常時対応し、利用者に対し適

切な看護サービスを提供できる体制に

ある指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所であって、指定居宅サービス事業

等その他の保健医療又は福祉に関する

事業について３年以上の経験を有する

指定看護小規模多機能型居宅介護事業

者により設置される当該指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所以外の指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所で

あって、当該指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所に対して指定看護小規模

多機能型居宅介護の提供に係る支援を

行うもの（以下この章において「本体事

業所」という。）との密接な連携の下に

運営され、利用者に対し適切な看護サー

ビスを提供できる体制にあるものをい

う。以下同じ。）に置くべき訪問サービ

スの提供に当たる看護小規模多機能型

居宅介護従業者については、本体事業所

の職員により当該サテライト型指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所の登

録者の処遇が適切に行われると認めら

れるときは、２人以上とすることができ

る。 

 

９ 第１項の規定にかかわらず、サテラ

イト型指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所については、夜間及び深夜の時

 



間帯を通じて本体事業所において宿直

勤務を行う看護小規模多機能型居宅介

護従業者により当該サテライト型指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所の

登録者の処遇が適切に行われると認め

られるときは、夜間及び深夜の時間帯を

通じて宿直勤務を行う看護小規模多機

能型居宅介護従業者を置かないことが

できる。 

１０ 第４項の規定にかかわらず、サテ

ライト型指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所については、看護職員の員数

は常勤換算方法で１以上とする。 

 

１１ （略） ８ （略） 

１２ （略） ９ （略） 

１３ 第１１項の規定にかかわらず、サ

テライト型指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所については、本体事業所の

介護支援専門員により当該サテライト

型指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所の登録者に対して居宅サービス計

画の作成が適切に行われるときは、介護

支援専門員に代えて、看護小規模多機能

型居宅介護計画の作成に専ら従事する

前項の別に厚生労働大臣が定める研修

を修了している者（第２４１条において

「研修修了者」という。）を置くことが

できる。 

 

１４ （略） １０ （略） 

  

（管理者） （管理者） 

第２３４条 （略） 第２３１条 （略） 



２ 前項本文の規定にかかわらず、指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所の

管理上支障がない場合は、サテライト型

指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所の管理者は、本体事業所の管理者をも

って充てることができる。 

 

３ 第１項の管理者は、特別養護老人ホ

ーム、老人デイサービスセンター、介護

老人保健施設、介護医療院、指定小規模

多機能型居宅介護事業所、指定認知症対

応型共同生活介護事業所、指定複合型サ

ービス事業所等の従業者若しくは訪問

介護員等として３年以上認知症である

者の介護に従事した経験を有する者で

あって、別に厚生労働大臣が定める研修

を修了しているもの、又は保健師若しく

は看護師でなければならない。 

２ 前項の管理者は、特別養護老人ホー

ム、老人デイサービスセンター、介護老

人保健施設、指定小規模多機能型居宅介

護事業所、指定認知症対応型共同生活介

護事業所、指定複合型サービス事業所等

の従業者若しくは訪問介護員等として

３年以上認知症である者の介護に従事

した経験を有する者であって、別に厚生

労働大臣が定める研修を修了している

もの、又は保健師若しくは看護師でなけ

ればならない。 

  

（指定看護小規模多機能型居宅介護事

業者の代表者） 

（指定看護小規模多機能型居宅介護事

業者の代表者） 

第２３５条 指定看護小規模多機能型居

宅介護事業者の代表者は、特別養護老人

ホーム、老人デイサービスセンター、介

護老人保健施設、介護医療院、指定小規

模多機能型居宅介護事業所、指定認知症

対応型共同生活介護事業所、指定複合型

サービス事業所（指定複合型サービスの

事業を行う事業所をいう。）等の従業者、

訪問介護員等として認知症である者の

介護に従事した経験を有する者若しく

は保健医療サービス若しくは福祉サー

ビスの経営に携わった経験を有する者

第２３２条 指定看護小規模多機能型居

宅介護事業者の代表者は、特別養護老人

ホーム、老人デイサービスセンター、介

護老人保健施設、指定小規模多機能型居

宅介護事業所、指定認知症対応型共同生

活介護事業所、指定複合型サービス事業

所（指定複合型サービスの事業を行う事

業所をいう。）等の従業者、訪問介護員

等として認知症である者の介護に従事

した経験を有する者若しくは保健医療

サービス若しくは福祉サービスの経営

に携わった経験を有する者であって、別



であって、別に厚生労働大臣が定める研

修を修了しているもの、又は保健師若し

くは看護師でなければならない。 

に厚生労働大臣が定める研修を修了し

ているもの、又は保健師若しくは看護師

でなければならない。 

  

（登録定員及び利用定員） （登録定員及び利用定員） 

第２３６条 指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所は、その登録定員（登録者

の数の上限をいう。以下この章において

同じ。）を２９人（サテライト型指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所にあ

っては、１８人）以下とする。 

第２３３条 指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所は、その登録定員（登録者

の数の上限をいう。以下この章において

同じ。）を２９人以下とする。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所は、次に掲げる範囲内において、通

いサービス及び宿泊サービスの利用定

員（当該指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所におけるサービスごとの１日

当たりの利用者の数の上限をいう。以下

この章において同じ。）を定めるものと

する。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所は、次に掲げる範囲内において、通

いサービス及び宿泊サービスの利用定

員（当該指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所におけるサービスごとの１日

当たりの利用者の数の上限をいう。以下

この章において同じ。）を定めるものと

する。 

(1) 通いサービス 登録定員の２分の

１から１５人（登録定員が２５人を超

える指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所にあっては登録定員に応じ

て、次の表に定める利用定員、サテラ

イト型指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所にあっては１２人）まで 

(1) 通いサービス 登録定員の２分の

１から１５人（登録定員が２５人を超

える指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所にあっては、登録定員に応じ

て、次の表に定める利用定員）まで 

登録定員 利用定員 

 （略） 
 

登録定員 利用定員 

 （略） 
 

(2) 宿泊サービス 通いサービスの利

用定員の３分の１から９人（サテライ

ト型指定看護小規模多機能型居宅介

(2) 宿泊サービス 通いサービスの利

用定員の３分の１から９人まで 



護事業所にあっては、６人）まで 

  

（設備及び備品等） （設備及び備品等） 

第２３７条 （略） 第２３４条 （略） 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のと

おりとする。 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のと

おりとする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 宿泊室 (2) 宿泊室 

アからエまで （略） アからエまで （略） 

オ 指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所が診療所である場合であ

って、当該指定看護小規模多機能型

居宅介護の利用者へのサービスの

提供に支障がない場合には、当該診

療所が有する病床については、宿泊

室を兼用することができる。 

 

３及び４ （略） ３及び４ （略） 

  

第２３８条 （略） 第２３５条 （略） 

  

（指定看護小規模多機能型居宅介護の

具体的取扱方針） 

（指定看護小規模多機能型居宅介護の

具体的取扱方針） 

第２３９条 指定看護小規模多機能型居

宅介護の方針は、次に掲げるところによ

るものとする。 

第２３６条 指定看護小規模多機能型居

宅介護の方針は、次に掲げるところによ

るものとする。 

(1)から(8)まで （略） (1)から(8)まで （略） 

(9) 看護サービス（指定看護小規模多機

能型居宅介護のうち、保健師、看護師、

准看護師、理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士（以下この章において

「看護師等」という。）が利用者に対

して行う療養上の世話又は必要な診

(9) 看護サービス（指定看護小規模多機

能型居宅介護のうち、保健師、看護師、

准看護師、理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士（以下この章において

「看護師等」という。）が利用者に対

して行う療養上の世話又は必要な診



療の補助であるものをいう。以下この

章において同じ。）の提供に当たって

は、主治の医師との密接な連携によ

り、及び第２４１条第１項に規定する

看護小規模多機能型居宅介護計画に

基づき、利用者の心身の機能の維持回

復が図られるよう妥当適切に行わな

ければならない。 

療の補助であるものをいう。以下この

章において同じ。）の提供に当たって

は、主治の医師との密接な連携によ

り、及び第２３８条第１項に規定する

看護小規模多機能型居宅介護計画に

基づき、利用者の心身の機能の維持回

復が図られるよう妥当適切に行わな

ければならない。 

(10)及び(11) （略） (10)及び(11) （略） 

  

第２４０条 （略） 第２３７条 （略） 

  

（看護小規模多機能型居宅介護計画及

び看護小規模多機能型居宅介護報告書

の作成） 

（看護小規模多機能型居宅介護計画及

び看護小規模多機能型居宅介護報告書

の作成） 

第２４１条 指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所の管理者は、介護支援専門

員（第２３３条第１３項の規定により介

護支援専門員を配置していないサテラ

イト型指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所にあっては、研修修了者。以下

この条において同じ。）に看護小規模多

機能型居宅介護計画の作成に関する業

務を、看護師等（准看護師を除く。第９

項において同じ。）に看護小規模多機能

型居宅介護報告書の作成に関する業務

を担当させるものとする。 

第２３８条 指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所の管理者は、介護支援専門

員に看護小規模多機能型居宅介護計画

の作成に関する業務を、看護師等（准看

護師を除く。第９項において同じ。）に

看護小規模多機能型居宅介護報告書の

作成に関する業務を担当させるものと

する。 

２から１０まで （略） ２から１０まで （略） 

  

第２４２条 （略） 第２３９条 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 



第２４３条 （略） 第２４０条 （略） 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事

業者は、利用者に対する指定看護小規模

多機能型居宅介護の提供に関する次の

各号に掲げる記録を整備し、その完結の

日から２年間保存しなければならない。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事

業者は、利用者に対する指定看護小規模

多機能型居宅介護の提供に関する次の

各号に掲げる記録を整備し、その完結の

日から２年間保存しなければならない。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

(3) 第２３９条第６号に規定する身体

的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 

(3) 第２３６条第６号に規定する身体

的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 

(4) 第２４０条第２項に規定する主治

の医師による指示の文書 

(4) 第２３７条第２項に規定する主治

の医師による指示の文書 

(5) 第２４１条第１０項に規定する看

護小規模多機能型居宅介護報告書 

(5) 第２３８条第１０項に規定する看

護小規模多機能型居宅介護報告書 

(6)から(9)まで （略） (6)から(9)まで （略） 

(10) 次条において準用する第１４６条

第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

(10) 次条において準用する第１４２条

第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

  

（準用） （準用） 

第２４４条 第９条から第１３条まで、

第２０条、第２２条、第２８条、第３４

条から第３８条まで、第４０条、第４１

条、第６９条、第７１条、第７４条、第

７５条、第１２６条から第１２９条ま

で、第１３２条から第１３４条まで、第

１３６条、第１３７条、第１３９条から

第１４３条まで及び第１４５条の規定

は、指定看護小規模多機能型居宅介護の

事業について準用する。この場合におい

て、第９条第１項中「第３１条に規定す

第２４１条 第９条から第１３条まで、

第２０条、第２２条、第２８条、第３４

条から第３８条まで、第４０条、第４１

条、第６９条、第７１条、第７４条、第

７５条、第１２４条から第１２７条ま

で、第１３０条から第１３２条まで、第

１３４条、第１３５条、第１３７条から

第１４１条まで及び第１４３条の規定

は、指定看護小規模多機能型居宅介護の

事業について準用する。この場合におい

て、第９条第１項中「第３１条に規定す



る運営規程」とあるのは「第２４４条に

おいて準用する第１３９条に規定する

重要事項に関する規程」と、「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」と、第３４条中「定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

と、第６９条第２項中「この節」とある

のは「第１０章第４節」と、第７１条中

「地域密着型通所介護従業者」とあるの

は「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」と、第７５条第１項中「地域密着型

通所介護について知見を有する者」とあ

るのは「看護小規模多機能型居宅介護に

ついて知見を有する者」と、「６月」と

あるのは「２月」と、「活動状況」とあ

るのは「通いサービス及び宿泊サービス

の提供回数等の活動状況」と、第１２６

条中「第１２１条第１２項」とあるのは

「第２３３条第１３項」と、第１２８条

及び第１３６条中「小規模多機能型居宅

介護従業者」とあるのは「看護小規模多

機能型居宅介護従業者」と、第１４５条

中「第１２１条第６項」とあるのは「第

２３３条第７項各号」と読み替えるもの

とする。 

る運営規程」とあるのは「第２４１条に

おいて準用する第１３７条に規定する

重要事項に関する規程」と、「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」と、第３４条中「定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

と、第６９条第２項中「この節」とある

のは「第１０章第４節」と、第７１条中

「地域密着型通所介護従業者」とあるの

は「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」と、第７５条第１項中「地域密着型

通所介護について知見を有する者」とあ

るのは「看護小規模多機能型居宅介護に

ついて知見を有する者」と、「６月」と

あるのは「２月」と、「活動状況」とあ

るのは「通いサービス及び宿泊サービス

の提供回数等の活動状況」と、第１２６

条及び第１３４条中「小規模多機能型居

宅介護従業者」とあるのは「看護小規模

多機能型居宅介護従業者」と、第１４３

条中「第１１９条第６項」とあるのは「第

２３０条第７項各号」と読み替えるもの

とする。 

  

附 則 附 則 

１から３まで （略） １から３まで （略） 

４ 一般病床、精神病床（健康保険法等

の一部を改正する法律附則第１３０条

４ 一般病床、精神病床（健康保険法等

の一部を改正する法律附則第１３０条



の２第１項の規定によりなおその効力

を有するものとされた介護保険法施行

令（平成１０年政令第４１２号）第４条

第２項に規定する病床に係るものに限

る。以下この条及び附則第６条において

同じ。）又は療養病床を有する病院の一

般病床、精神病床又は療養病床を平成３

６年３月３１日までの間に転換（当該病

院の一般病床、精神病床又は療養病床の

病床数を減少させるとともに、当該病院

の施設を介護老人保健施設、軽費老人ホ

ーム（老人福祉法第２０条の６に規定す

る軽費老人ホームをいう。以下同じ。）

その他の要介護者、要支援者その他の者

を入所又は入居させるための施設の用

に供することをいう。）し、指定地域密

着型介護老人福祉施設を開設しようと

する場合において、当該転換に係る食堂

及び機能訓練室については、第１５３条

第１項第７号アの規定にかかわらず、食

堂は、１平方メートルに入所定員を乗じ

て得た面積以上を有し、機能訓練室は、

４０平方メートル以上の面積を有しな

ければならない。ただし、食事の提供又

は機能訓練を行う場合において、当該食

事の提供又は機能訓練に支障がない広

さを確保することができるときは、同一

の場所とすることができるものとする。 

の２第１項の規定によりなおその効力

を有するものとされた介護保険法施行

令（平成１０年政令第４１２号）第４条

第２項に規定する病床に係るものに限

る。以下この条及び附則第６条において

同じ。）又は療養病床を有する病院の一

般病床、精神病床又は療養病床を平成３

０年３月３１日までの間に転換（当該病

院の一般病床、精神病床又は療養病床の

病床数を減少させるとともに、当該病院

の施設を介護老人保健施設、軽費老人ホ

ーム（老人福祉法第２０条の６に規定す

る軽費老人ホームをいう。以下同じ。）

その他の要介護者、要支援者その他の者

を入所又は入居させるための施設の用

に供することをいう。）し、指定地域密

着型介護老人福祉施設を開設しようと

する場合において、当該転換に係る食堂

及び機能訓練室については、第１５３条

第１項第７号アの規定にかかわらず、食

堂は、１平方メートルに入所定員を乗じ

て得た面積以上を有し、機能訓練室は、

４０平方メートル以上の面積を有しな

ければならない。ただし、食事の提供又

は機能訓練を行う場合において、当該食

事の提供又は機能訓練に支障がない広

さを確保することができるときは、同一

の場所とすることができるものとする。 

５ 一般病床又は療養病床を有する診療

所の一般病床又は療養病床を平成３６

年３月３１日までの間に転換（当該診療

所の一般病床又は療養病床の病床数を

５ 一般病床又は療養病床を有する診療

所の一般病床又は療養病床を平成３０

年３月３１日までの間に転換（当該診療

所の一般病床又は療養病床の病床数を



減少させるとともに、当該診療所の施設

を介護老人保健施設、軽費老人ホームそ

の他の要介護者、要支援者その他の者を

入所又は入居させるための施設の用に

供することをいう。）し、指定地域密着

型介護老人福祉施設を開設しようとす

る場合において、当該転換に係る食堂及

び機能訓練室については、第１５３条第

１項第７号アの規定にかかわらず、次の

各号に掲げる基準のいずれかに適合す

るものとする。 

減少させるとともに、当該診療所の施設

を介護老人保健施設、軽費老人ホームそ

の他の要介護者、要支援者その他の者を

入所又は入居させるための施設の用に

供することをいう。）し、指定地域密着

型介護老人福祉施設を開設しようとす

る場合において、当該転換に係る食堂及

び機能訓練室については、第１５３条第

１項第７号アの規定にかかわらず、次の

各号に掲げる基準のいずれかに適合す

るものとする。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

６ 一般病床、精神病床若しくは療養病

床を有する病院の一般病床、精神病床若

しくは療養病床又は一般病床若しくは

療養病床を有する診療所の一般病床若

しくは療養病床を平成３６年３月３１

日までの間に転換（当該病院の一般病

床、精神病床若しくは療養病床又は当該

診療所の一般病床若しくは療養病床の

病床数を減少させるとともに、当該病院

又は診療所の施設を介護老人保健施設、

軽費老人ホームその他の要介護者、要支

援者その他の者を入所又は入居させる

ための施設の用に供することをいう。）

し、指定地域密着型介護老人福祉施設を

開設しようとする場合において、第１９

２条第１項第８号及び第２２２条第１

項第４号の規定にかかわらず、当該転換

に係る廊下の幅については、１．２メー

トル以上とする。ただし、中廊下の幅は、

１．６メートル以上とする。 

６ 一般病床、精神病床若しくは療養病

床を有する病院の一般病床、精神病床若

しくは療養病床又は一般病床若しくは

療養病床を有する診療所の一般病床若

しくは療養病床を平成３０年３月３１

日までの間に転換（当該病院の一般病

床、精神病床若しくは療養病床又は当該

診療所の一般病床若しくは療養病床の

病床数を減少させるとともに、当該病院

又は診療所の施設を介護老人保健施設、

軽費老人ホームその他の要介護者、要支

援者その他の者を入所又は入居させる

ための施設の用に供することをいう。）

し、指定地域密着型介護老人福祉施設を

開設しようとする場合において、第１５

３条第１項第８号及び第１８２条第１

項第４号の規定にかかわらず、当該転換

に係る廊下の幅については、１．２メー

トル以上とする。ただし、中廊下の幅は、

１．６メートル以上とする。 



 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の四日市市指定地域密着型サービスの基準を定める条例（以下「新条例」

という。）第１６９条の規定にかかわらず、療養病床等を有する病院又は病床を有

する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成３６年

３月３１日までの間に転換（当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床の病床数

を減少させるとともに、当該病院等の施設を介護医療院、軽費老人ホームその他の

要介護者、要支援者その他の者を入所又は入居させるための施設の用に供すること

をいう。次条において同じ。）を行って指定地域密着型特定施設入居者生活介護の

事業を行う医療機関併設型指定地域密着型特定施設（介護老人保健施設、介護医療

院又は病院若しくは診療所に併設される指定地域密着型特定施設をいう。以下この

条及び次条において同じ。）の生活相談員、機能訓練指導員及び計画作成担当者の

員数の基準は、次のとおりとする。 

(1) 機能訓練指導員 併設される介護老人保健施設、介護医療院又は病院若しくは

診療所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士により当該医療機関併設型指定

地域密着型特定施設の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、置か

ないことができること。 

(2) 生活相談員又は計画作成担当者 当該医療機関併設型指定地域密着型特定施設

の実情に応じた適当数 

３ 新条例第１７１条の規定にかかわらず、療養病床を有する病院又は病床を有する

診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成３６年３月

３１日までの間に転換を行って指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業を行

う場合の医療機関併設型指定地域密着型特定施設においては、併設される介護老人

保健施設、介護医療院又は病院若しくは診療所の施設を利用することにより、当該

医療機関併設型指定地域密着型特定施設の利用者の処遇が適切に行われると認めら

れるときは、当該医療機関併設型指定地域密着型特定施設に浴室、便所及び食堂を

設けないことができる。 

（健康福祉部介護・高齢福祉課） 


